
JP 2012-208468 A 2012.10.25

10

(57)【要約】
【課題】長寿命でプリントコストが低減された画像形成
装置及び方法を提供すること。
【解決手段】電子写真感光体と、該電子写真感光体表面
を一様に帯電させる帯電手段と、前記電子写真感光体に
静電潜像を形成する露光手段と、前記静電潜像を現像し
てトナー像とする現像手段と、前記トナー像を転写材上
に転写する転写手段と、前記電子写真感光体を清掃する
クリーニング手段と、前記クリーニング手段の下流かつ
前記帯電装置の上流に配設され、前記電子写真感光体に
当接し表面に循環材の皮膜を塗布形成する塗布手段とを
備え、前記塗布手段は、塗布ブラシと塗布ブレードとを
有し、前記電子写真感光体は、前記循環材よりなり質量
膜厚が１分子層以上３分子層未満である循環型表面層を
有し、該循環型表面層は、皮膜欠陥が１０％未満であり
、前記塗布手段による前記循環材の塗布量は、次に塗布
する直前までに除去される前記循環材の除去量以下であ
ることを特徴とする。
【選択図】図９



(2) JP 2012-208468 A 2012.10.25

10

20

30

40

50

【特許請求の範囲】
【請求項１】
　所定の方向に回転駆動される電子写真感光体と、
　該電子写真感光体表面を一様に帯電させる帯電手段と、
　前記電子写真感光体を露光して静電潜像を形成する露光手段と、
　トナーを含む現像剤により前記静電潜像を現像してトナー像を形成する現像手段と、
　前記トナー像を前記電子写真感光体から転写材上に転写する転写手段と、
　当該トナー像が転写された後の電子写真感光体を清掃するクリーニング手段と、
　前記電子写真感光体の回転駆動方向に対して、前記クリーニング手段の下流かつ前記帯
電装置の上流に配設されてなり、前記電子写真感光体に当接し当該電子写真感光体表面に
循環材の皮膜を塗布形成する塗布手段と、を備える画像形成装置であって、
　前記塗布手段は、塗布ブラシと、塗布ブレードとを有し、
　前記電子写真感光体は、前記循環材よりなり質量膜厚が１分子層以上３分子層未満であ
る循環型表面層を有し、
　該循環型表面層は、皮膜欠陥が１０％未満であり、
　当該画像形成装置における画像形成サイクルの１サイクル当たりで、前記塗布手段によ
る前記循環材の塗布量は、当該塗布手段が次の画像形成サイクルで塗布する直前までに前
記電子写真感光体表面から除去される前記循環材の除去量以下であることを特徴とする画
像形成装置。
【請求項２】
　前記電子写真感光体は、導電性支持体と、該導電性支持体上に順に積層されてなる感光
層、下地表面層及び前記循環型表面層と、を備え、
　前記下地表面層は、
（Ｉ）表面粗さ・輪郭形状測定機により測定して一次元データ配列を作成し、
（II）該一次元データ配列を、多重解像度解析によってウェーブレット変換して高周波数
成分から低周波数成分に至るまでの６個の周波数成分に分離し、
（III）次いで、得られた６個の周波数成分の中で最低周波数成分の一次元データ配列に
対して、データ配列数が１／１０～１／１００に減少するように間引きした一次元データ
配列を作成し、
（IV）更に、多重解像度解析によってウェーブレット変換して高周波数成分から低周波数
成分に至るまでの、追加の６個の周波数成分に分離して、
（Ｖ）前記（II）及び（IV）で得られた周波数成分のうち、ＷＲａ（ＨＬＬ）を除く合計
１１個の算術平均粗さＷＲａ（ＬＬＬ）からＷＲａ（ＨＨＨ）の対数を左から右に順に線
で結ぶことで得られる曲線に対して、少なくとも、ＬＬＬからＬＨＬの帯域に屈曲点をも
たず、かつ、ＬＨＬからＨＭＨの帯域に屈曲点を有し、かつ、ＷＲａ（ＬＬＨ）が０．０
４μｍ未満であり、かつ、ＷＲａ（ＨＬＨ）が０．００５μｍ未満であることを特徴とす
る請求項１に記載の画像形成装置。
　但し、前記得られた周波数成分は、下記のとおりである。
ＷＲａ（ＨＨＨ）：凹凸の一周期の長さが０．３μｍ～３μｍの帯域におけるＲａ
ＷＲａ（ＨＨＬ）：凹凸の一周期の長さが１μｍ～６μｍの帯域におけるＲａ
ＷＲａ（ＨＭＨ）：凹凸の一周期の長さが２μｍ～１３μｍの帯域におけるＲａ
ＷＲａ（ＨＭＬ）：凹凸の一周期の長さが４μｍ～２５μｍの帯域におけるＲａ
ＷＲａ（ＨＬＨ）：凹凸の一周期の長さが１０μｍ～５０μｍの帯域におけるＲａ
ＷＲａ（ＨＬＬ）：凹凸の一周期の長さが２４μｍ～９９μｍの帯域におけるＲａ
ＷＲａ（ＬＨＨ）：凹凸の一周期の長さが２６μｍ～１０６μｍの帯域におけるＲａ
ＷＲａ（ＬＨＬ）：凹凸の一周期の長さが５３μｍ～１８３μｍの帯域におけるＲａ
ＷＲａ（ＬＭＨ）：凹凸の一周期の長さが１０６μｍ～３１８μｍの帯域におけるＲａ
ＷＲａ（ＬＭＬ）：凹凸の一周期の長さが２１４μｍ～５５１μｍの帯域におけるＲａ
ＷＲａ（ＬＬＨ）：凹凸の一周期の長さが４３１μｍ～９５４μｍの帯域におけるＲａ
ＷＲａ（ＬＬＬ）：凹凸の一周期の長さが８６７μｍ～１６５４μｍの帯域におけるＲａ
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【請求項３】
　前記下地表面層は、三次元架橋構造を有する樹脂であることを特徴とする請求項２に記
載の画像形成装置。
【請求項４】
　前記下地表面層は、平均１次粒子径が０．２μｍ以上０．５μｍ以下のα－アルミナを
含有してなることを特徴とする請求項２または３に記載の画像形成装置。
【請求項５】
　前記電子写真感光体最表面である循環型表面層は、ラメラ構造の化合物を含有してなる
ことを特徴とする請求項１乃至４のいずれか１項に記載の画像形成装置。
【請求項６】
　前記電子写真感光体最表面である循環型表面層は、ステアリン酸亜鉛を含有してなるこ
とを特徴とする請求項１乃至５のいずれか１項に記載の画像形成装置。
【請求項７】
　電子写真感光体の表面を一様に帯電させる帯電工程と、
　前記電子写真感光体を露光して静電潜像を形成する露光工程と、
　トナーを含む現像剤により前記静電潜像を現像してトナー像を形成する現像工程と、
　前記トナー像を前記電子写真感光体から転写材上に転写する転写工程と、
　当該トナー像が転写された後の電子写真感光体を清掃するクリーニング工程と、
　前記クリーニング工程の後、かつ、前記帯電工程の前に、塗布ブラシと、塗布ブレード
とを有する塗布手段を前記電子写真感光体に当接させながら、前記電子写真感光体表面に
循環材の皮膜を塗布形成する塗布工程と、を備える画像形成方法であって、
　前記塗布工程は、前記循環材を塗布して、前記循環材よりなり質量膜厚が１分子層以上
３分子層未満である循環型表面層を前記電子写真感光体表面に形成し、かつ、前記循環型
表面層の前記電子写真感光体表面における皮膜欠陥が１０％未満であり、
　当該画像形成方法における画像形成サイクルの１サイクル当たりで、前記塗布工程によ
る前記循環材の塗布量は、次の画像形成サイクルにおける塗布工程で塗布する直前までに
前記電子写真感光体表面から除去される前記循環材の除去量以下であることを特徴とする
画像形成方法。
【請求項８】
　前記電子写真感光体は、導電性支持体と、該導電性支持体上に順に積層されてなる感光
層、下地表面層及び前記循環型表面層と、を備え、
　前記下地表面層は、
（Ｉ）表面粗さ・輪郭形状測定機により測定して一次元データ配列を作成し、
（II）該一次元データ配列を、多重解像度解析によってウェーブレット変換して高周波数
成分から低周波数成分に至るまでの６個の周波数成分に分離し、
（III）次いで、得られた６個の周波数成分の中で最低周波数成分の一次元データ配列に
対して、データ配列数が１／１０～１／１００に減少するように間引きした一次元データ
配列を作成し、
（IV）更に、多重解像度解析によってウェーブレット変換して高周波数成分から低周波数
成分に至るまでの、追加の６個の周波数成分に分離して、
（Ｖ）前記（II）及び（IV）で得られた周波数成分のうち、ＷＲａ（ＨＬＬ）を除く合計
１１個の算術平均粗さＷＲａ（ＬＬＬ）からＷＲａ（ＨＨＨ）の対数を左から右に順に線
で結ぶことで得られる曲線に対して、少なくとも、ＬＬＬからＬＨＬの帯域に屈曲点をも
たず、かつ、ＬＨＬからＨＭＨの帯域に屈曲点を有し、かつ、ＷＲａ（ＬＬＨ）が０．０
４μｍ未満であり、かつ、ＷＲａ（ＨＬＨ）が０．００５μｍ未満であることを特徴とす
る請求項７に記載の画像形成方法。
　但し、前記得られた周波数成分は、下記のとおりである。
ＷＲａ（ＨＨＨ）：凹凸の一周期の長さが０．３μｍ～３μｍの帯域におけるＲａ
ＷＲａ（ＨＨＬ）：凹凸の一周期の長さが１μｍ～６μｍの帯域におけるＲａ
ＷＲａ（ＨＭＨ）：凹凸の一周期の長さが２μｍ～１３μｍの帯域におけるＲａ
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ＷＲａ（ＨＭＬ）：凹凸の一周期の長さが４μｍ～２５μｍの帯域におけるＲａ
ＷＲａ（ＨＬＨ）：凹凸の一周期の長さが１０μｍ～５０μｍの帯域におけるＲａ
ＷＲａ（ＨＬＬ）：凹凸の一周期の長さが２４μｍ～９９μｍの帯域におけるＲａ
ＷＲａ（ＬＨＨ）：凹凸の一周期の長さが２６μｍ～１０６μｍの帯域におけるＲａ
ＷＲａ（ＬＨＬ）：凹凸の一周期の長さが５３μｍ～１８３μｍの帯域におけるＲａ
ＷＲａ（ＬＭＨ）：凹凸の一周期の長さが１０６μｍ～３１８μｍの帯域におけるＲａ
ＷＲａ（ＬＭＬ）：凹凸の一周期の長さが２１４μｍ～５５１μｍの帯域におけるＲａ
ＷＲａ（ＬＬＨ）：凹凸の一周期の長さが４３１μｍ～９５４μｍの帯域におけるＲａ
ＷＲａ（ＬＬＬ）：凹凸の一周期の長さが８６７μｍ～１６５４μｍの帯域におけるＲａ
【請求項９】
　前記下地表面層は、三次元架橋構造を有する樹脂であることを特徴とする請求項８に記
載の画像形成方法。
【請求項１０】
　前記下地表面層は、平均１次粒子径が０．２μｍ以上０．５μｍ以下のα－アルミナを
含有してなることを特徴とする請求項８または９に記載の画像形成方法。
【請求項１１】
　前記電子写真感光体最表面である循環型表面層は、ラメラ構造の化合物を含有してなる
ことを特徴とする請求項７乃至１０のいずれか１項に記載の画像形成方法。
【請求項１２】
　前記電子写真感光体最表面である循環型表面層は、ステアリン酸亜鉛を含有してなるこ
とを特徴とする請求項７乃至１１のいずれか１項に記載の画像形成方法。
【請求項１３】
　所定の方向に回転駆動される電子写真感光体と、
　該電子写真感光体表面を一様に帯電させる帯電手段と、
　前記電子写真感光体を露光して静電潜像を形成する露光手段と、
　トナーを含む現像剤により前記静電潜像を現像してトナー像を形成する現像手段と、
　前記トナー像を前記電子写真感光体から転写材上に転写する転写手段と、
　当該トナー像が転写された後の電子写真感光体を清掃するクリーニング手段と、
　前記電子写真感光体の回転駆動方向に対して、前記クリーニング手段の下流かつ前記帯
電装置の上流に配設されてなり、前記電子写真感光体に当接し当該電子写真感光体表面に
循環材の皮膜を塗布形成する塗布手段とを備える画像形成装置であって、
　前記塗布手段は、塗布ブラシと、塗布ブレードとを有し、
　前記電子写真感光体は、前記循環材よりなり質量膜厚が１分子層以上３分子層未満であ
る循環型表面層を有し、
　該循環型表面層は、皮膜欠陥が１０％未満であり、
　当該画像形成装置における前記電子写真感光体表面に形成される前記循環材の質量膜厚
は、２５００回塗布時及び２５０００回塗布時の質量膜厚から得られる質量膜厚と、前記
循環材の塗布回数と、の関係において、下記式１の関係を満たすことを特徴とする画像形
成装置。
 
　τ　＝ｆα＋β　（式１）
（－０．１　≦　ｆ　≦　０）
 
τ；　循環材の質量膜厚（ｎｍ）
α；　塗布回数（ドラムの場合、ドラム回転数）
β；　任意定数
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、複写機、ファクシミリ、レーザープリンター、ダイレクトデジタル製版機等
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の画像形成装置に関し、特に、長寿命でプリントコストが低減された画像形成装置に関す
る。
【背景技術】
【０００２】
　複写機やレーザープリンターなどに応用される電子写真感光体は、かつてはセレン、酸
化亜鉛、硫化カドミウム等の無機材料系の電子写真感光体が主流であったが、現在では、
地球環境への負荷低減、低コスト化、及び設計自由度の高さで無機材料系の電子写真感光
体よりも有利な有機材料系の電子写真感光体（ＯＰＣ）が主流になっている。現在、有機
材料系の電子写真感光体は電子写真感光体総生産量の１００％に肉薄する割合で利用され
ている。この有機材料系の電子写真感光体は、近年の地球環境保全の高まりを受けてサプ
ライ製品（使い捨てされる製品）から機械部品への転換が求められている。
【０００３】
　有機材料系の電子写真感光体の高耐久化は従来種々の試みがなされてきた。現在では架
橋樹脂膜の電子写真感光体表面への成膜（例えば、特許文献１）とゾル－ゲル硬化膜の電
子写真感光体表面への成膜（例えば特許文献２）が特に有望視されている。前者は電荷輸
送性成分を配合してもワレやクラックが生じにくく生産上歩留まりが低減できるメリット
を有する。なかでもラジカル重合性アクリル樹脂は強靱で感度特性の良好な電子写真感光
体が得られやすく有利である。これらの架橋構造をとる二種の方策は複数の化学結合によ
って塗膜が形成されるため、塗膜がストレスを受けて化学結合の一部が切断しても直ちに
摩耗へ進展することがない。
【０００４】
　近年、地球環境保全に応じた炭酸ガスの排出量を規制する取り組みが強化され、このニ
ーズは電子写真感光体を機械部品から、更に、リユース部品としての使用も必要となる。
電子写真感光体は、機械部品としての地位を確立されつつも装置寿命を凌駕するほどのリ
ユース性は未だ実現されていない。
【０００５】
　電子写真感光体の高耐久化は３次元架橋構造をもつ樹脂膜を製膜することで飛躍的な向
上が期待できる状況にある。
　また、潤滑剤を電子写真感光体表面へ塗布する方法が、とりわけ重合トナーのクリーニ
ング性を高める方法として利用されている。この方法は、他に、電子写真感光体を帯電ハ
ザードから保護する機能も担っており、少なからず装置寿命の延命に貢献している。
【０００６】
　しかしながら、これらの技術を組み合わせても、現在、電子写真感光体は交換使用され
ている状態である。
　これは電子写真感光体の表面物性が耐久使用により変質し、異常画像の生成やクリーニ
ング性能が不調となるためである。これでは原材料の発掘から廃棄、リサイクル化に至る
画像形成装置のライフサイクルが従来の枠組みから超越することはできない。このため、
これまでのような画像形成には大量のエネルギーと莫大な炭酸ガスの排出を改善すること
はできない。
【０００７】
　電子写真感光体の機械的強度の向上はほぼ頂点に至るほどの技術が重ねられている。そ
こで、電子写真感光体表面物性を安定化する電子写真感光体の使いこなし技術の改良が重
要になる。このうち、潤滑剤塗布は非常に有利な方策と言えるが、潤滑剤の入出力制御が
不十分で、電子写真感光体周囲が潤滑剤で汚染されるケースが多い。これが装置寿命の原
因にもなっているのが現状である。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　本発明は、電子写真感光体の表面物性を耐摩耗性と同等以上に高安定化させる技術によ
り、これを用いた長寿命でプリントコストが低減された画像形成装置及び画像形成方法を
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提供することを目的とする。
　更に、新造を控えられるリユース性能に優れる新規な電子写真感光体を用いた画像形成
装置及び画像形成方法の提供を目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　上記課題を解決するために本発明に係る画像形成装置及び画像形成方法は、具体的には
下記（１）～（１３）に記載の技術的特徴を有する。
【００１０】
（１）：所定の方向に回転駆動される電子写真感光体と、該電子写真感光体表面を一様に
帯電させる帯電手段と、前記電子写真感光体を露光して静電潜像を形成する露光手段と、
トナーを含む現像剤により前記静電潜像を現像してトナー像を形成する現像手段と、前記
トナー像を前記電子写真感光体から転写材上に転写する転写手段と、当該トナー像が転写
された後の電子写真感光体を清掃するクリーニング手段と、前記電子写真感光体の回転駆
動方向に対して、前記クリーニング手段の下流かつ前記帯電装置の上流に配設されてなり
、前記電子写真感光体に当接し当該電子写真感光体表面に循環材の皮膜を塗布形成する塗
布手段と、を備える画像形成装置であって、前記塗布手段は、塗布ブラシと、塗布ブレー
ドとを有し、前記電子写真感光体は、前記循環材よりなり質量膜厚が１分子層以上３分子
層未満である循環型表面層を有し、該循環型表面層は、皮膜欠陥が１０％未満であり、当
該画像形成装置における画像形成サイクルの１サイクル当たりで、前記塗布手段による前
記循環材の塗布量は、当該塗布手段が次の画像形成サイクルで塗布する直前までに前記電
子写真感光体表面から除去される前記循環材の除去量以下であることを特徴とする画像形
成装置である。
【００１１】
（２）：前記電子写真感光体は、導電性支持体と、該導電性支持体上に順に積層されてな
る感光層、下地表面層及び前記循環型表面層と、を備え、前記下地表面層は、（Ｉ）表面
粗さ・輪郭形状測定機により測定して一次元データ配列を作成し、（II）該一次元データ
配列を、多重解像度解析によってウェーブレット変換して高周波数成分から低周波数成分
に至るまでの６個の周波数成分に分離し、（III）次いで、得られた６個の周波数成分の
中で最低周波数成分の一次元データ配列に対して、データ配列数が１／１０～１／１００
に減少するように間引きした一次元データ配列を作成し、（IV）更に、多重解像度解析に
よってウェーブレット変換して高周波数成分から低周波数成分に至るまでの、追加の６個
の周波数成分に分離して、（Ｖ）前記（II）及び（IV）で得られた周波数成分のうち、Ｗ
Ｒａ（ＨＬＬ）を除く合計１１個の算術平均粗さＷＲａ（ＬＬＬ）からＷＲａ（ＨＨＨ）
の対数を左から右に順に線で結ぶことで得られる曲線に対して、少なくとも、ＬＬＬから
ＬＨＬの帯域に屈曲点をもたず、かつ、ＬＨＬからＨＭＨの帯域に屈曲点を有し、かつ、
ＷＲａ（ＬＬＨ）が０．０４μｍ未満であり、かつ、ＷＲａ（ＨＬＨ）が０．００５μｍ
未満であることを特徴とする上記（１）に記載の画像形成装置である。
　但し、前記得られた周波数成分は、下記のとおりである。
ＷＲａ（ＨＨＨ）：凹凸の一周期の長さが０．３μｍ～３μｍの帯域におけるＲａ
ＷＲａ（ＨＨＬ）：凹凸の一周期の長さが１μｍ～６μｍの帯域におけるＲａ
ＷＲａ（ＨＭＨ）：凹凸の一周期の長さが２μｍ～１３μｍの帯域におけるＲａ
ＷＲａ（ＨＭＬ）：凹凸の一周期の長さが４μｍ～２５μｍの帯域におけるＲａ
ＷＲａ（ＨＬＨ）：凹凸の一周期の長さが１０μｍ～５０μｍの帯域におけるＲａ
ＷＲａ（ＨＬＬ）：凹凸の一周期の長さが２４μｍ～９９μｍの帯域におけるＲａ
ＷＲａ（ＬＨＨ）：凹凸の一周期の長さが２６μｍ～１０６μｍの帯域におけるＲａ
ＷＲａ（ＬＨＬ）：凹凸の一周期の長さが５３μｍ～１８３μｍの帯域におけるＲａ
ＷＲａ（ＬＭＨ）：凹凸の一周期の長さが１０６μｍ～３１８μｍの帯域におけるＲａ
ＷＲａ（ＬＭＬ）：凹凸の一周期の長さが２１４μｍ～５５１μｍの帯域におけるＲａ
ＷＲａ（ＬＬＨ）：凹凸の一周期の長さが４３１μｍ～９５４μｍの帯域におけるＲａ
ＷＲａ（ＬＬＬ）：凹凸の一周期の長さが８６７μｍ～１６５４μｍの帯域におけるＲａ
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【００１２】
（３）：前記下地表面層は、三次元架橋構造を有する樹脂であることを特徴とする上記（
２）に記載の画像形成装置である。
【００１３】
（４）：前記下地表面層は、平均１次粒子径が０．２μｍ以上０．５μｍ以下のα－アル
ミナを含有してなることを特徴とする上記（２）または（３）に記載の画像形成装置であ
る。
【００１４】
（５）：前記電子写真感光体最表面である循環型表面層は、ラメラ構造の化合物を含有し
てなることを特徴とする上記（１）乃至（４）のいずれか１項に記載の画像形成装置であ
る。
【００１５】
（６）：前記電子写真感光体最表面である循環型表面層は、ステアリン酸亜鉛を含有して
なることを特徴とする上記（１）乃至（５）のいずれか１項に記載の画像形成装置である
。
【００１６】
（７）：電子写真感光体の表面を一様に帯電させる帯電工程と、前記電子写真感光体を露
光して静電潜像を形成する露光工程と、トナーを含む現像剤により前記静電潜像を現像し
てトナー像を形成する現像工程と、前記トナー像を前記電子写真感光体から転写材上に転
写する転写工程と、当該トナー像が転写された後の電子写真感光体を清掃するクリーニン
グ工程と、前記クリーニング工程の後、かつ、前記帯電工程の前に、塗布ブラシと、塗布
ブレードとを有する塗布手段を前記電子写真感光体に当接させながら、前記電子写真感光
体表面に循環材の皮膜を塗布形成する塗布工程と、を備える画像形成方法であって、前記
塗布工程は、前記循環材を塗布して、前記循環材よりなり質量膜厚が１分子層以上３分子
層未満である循環型表面層を前記電子写真感光体表面に形成し、かつ、該循環型表面層の
前記電子写真感光体表面における皮膜欠陥が１０％未満であり、当該画像形成方法におけ
る画像形成サイクルの１サイクル当たりで、前記塗布工程による前記循環材の塗布量は、
次の画像形成サイクルにおける塗布工程で塗布する直前までに前記電子写真感光体表面か
ら除去される前記循環材の除去量以下であることを特徴とする画像形成方法である。
【００１７】
（８）：前記電子写真感光体は、導電性支持体と、該導電性支持体上に順に積層されてな
る感光層、下地表面層及び前記循環型表面層と、を備え、前記下地表面層は、（Ｉ）表面
粗さ・輪郭形状測定機により測定して一次元データ配列を作成し、（II）該一次元データ
配列を、多重解像度解析によってウェーブレット変換して高周波数成分から低周波数成分
に至るまでの６個の周波数成分に分離し、（III）次いで、得られた６個の周波数成分の
中で最低周波数成分の一次元データ配列に対して、データ配列数が１／１０～１／１００
に減少するように間引きした一次元データ配列を作成し、（IV）更に、多重解像度解析に
よってウェーブレット変換して高周波数成分から低周波数成分に至るまでの、追加の６個
の周波数成分に分離して、（Ｖ）前記（II）及び（IV）で得られた周波数成分のうち、Ｗ
Ｒａ（ＨＬＬ）を除く合計１１個の算術平均粗さＷＲａ（ＬＬＬ）からＷＲａ（ＨＨＨ）
の対数を左から右に順に線で結ぶことで得られる曲線に対して、少なくとも、ＬＬＬから
ＬＨＬの帯域に屈曲点をもたず、かつ、ＬＨＬからＨＭＨの帯域に屈曲点を有し、かつ、
ＷＲａ（ＬＬＨ）が０．０４μｍ未満であり、かつ、ＷＲａ（ＨＬＨ）が０．００５μｍ
未満であることを特徴とする上記（７）に記載の画像形成方法である。
　但し、前記得られた周波数成分は、下記のとおりである。
ＷＲａ（ＨＨＨ）：凹凸の一周期の長さが０．３μｍ～３μｍの帯域におけるＲａ
ＷＲａ（ＨＨＬ）：凹凸の一周期の長さが１μｍ～６μｍの帯域におけるＲａ
ＷＲａ（ＨＭＨ）：凹凸の一周期の長さが２μｍ～１３μｍの帯域におけるＲａ
ＷＲａ（ＨＭＬ）：凹凸の一周期の長さが４μｍ～２５μｍの帯域におけるＲａ
ＷＲａ（ＨＬＨ）：凹凸の一周期の長さが１０μｍ～５０μｍの帯域におけるＲａ
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ＷＲａ（ＨＬＬ）：凹凸の一周期の長さが２４μｍ～９９μｍの帯域におけるＲａ
ＷＲａ（ＬＨＨ）：凹凸の一周期の長さが２６μｍ～１０６μｍの帯域におけるＲａ
ＷＲａ（ＬＨＬ）：凹凸の一周期の長さが５３μｍ～１８３μｍの帯域におけるＲａ
ＷＲａ（ＬＭＨ）：凹凸の一周期の長さが１０６μｍ～３１８μｍの帯域におけるＲａ
ＷＲａ（ＬＭＬ）：凹凸の一周期の長さが２１４μｍ～５５１μｍの帯域におけるＲａ
ＷＲａ（ＬＬＨ）：凹凸の一周期の長さが４３１μｍ～９５４μｍの帯域におけるＲａ
ＷＲａ（ＬＬＬ）：凹凸の一周期の長さが８６７μｍ～１６５４μｍの帯域におけるＲａ
【００１８】
（９）：前記下地表面層は、三次元架橋構造を有する樹脂であることを特徴とする上記（
８）に記載の画像形成方法である。
【００１９】
（１０）：前記下地表面層は、平均１次粒子径が０．２μｍ以上０．５μｍ以下のα－ア
ルミナを含有してなることを特徴とする上記（８）または（９）に記載の画像形成方法で
ある。
【００２０】
（１１）：前記電子写真感光体最表面である循環型表面層は、ラメラ構造の化合物を含有
してなることを特徴とする上記（７）乃至（１０）のいずれか１項に記載の画像形成方法
である。
【００２１】
（１２）：前記電子写真感光体最表面である循環型表面層は、ステアリン酸亜鉛を含有し
てなることを特徴とする上記（７）乃至（１１）のいずれか１項に記載の画像形成方法で
ある。
【００２２】
（１３）：所定の方向に回転駆動される電子写真感光体と、該電子写真感光体表面を一様
に帯電させる帯電手段と、前記電子写真感光体を露光して静電潜像を形成する露光手段と
、トナーを含む現像剤により前記静電潜像を現像してトナー像を形成する現像手段と、前
記トナー像を前記電子写真感光体から転写材上に転写する転写手段と、当該トナー像が転
写された後の電子写真感光体を清掃するクリーニング手段と、前記電子写真感光体の回転
駆動方向に対して、前記クリーニング手段の下流かつ前記帯電装置の上流に配設されてな
り、前記電子写真感光体に当接し当該電子写真感光体表面に循環材の皮膜を塗布形成する
塗布手段とを備える画像形成装置であって、前記塗布手段は、塗布ブラシと、塗布ブレー
ドとを有し、前記電子写真感光体は、前記循環材よりなり質量膜厚が１分子層以上３分子
層未満である循環型表面層を有し、該循環型表面層は、皮膜欠陥が１０％未満であり、当
該画像形成装置における前記電子写真感光体表面に形成される前記循環材の質量膜厚は、
２５００回塗布時及び２５０００回塗布時の質量膜厚から得られる質量膜厚と、前記循環
材の塗布回数と、の関係において、下記式１の関係を満たすことを特徴とする画像形成装
置である。
　τ　＝ｆα＋β　（式１）
（－０．１　≦　ｆ　≦　０）
τ；　循環材の質量膜厚（ｎｍ）
α；　塗布回数（ドラムの場合、ドラム回転数）
β；　任意定数
【発明の効果】
【００２３】
　本発明によれば、寿命の延命を獲得し、プリントコストの低減が達成された画像形成装
置及び画像形成方法を提供することができる。
【図面の簡単な説明】
【００２４】
【図１】本発明に係わる画像形成装置の模式断面図を示す例である。
【図２】本発明に係わる画像形成装置の別の例を示す模式断面図である。
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【図３】本発明に係わる画像形成装置の更に別の例を示す模式断面図である。
【図４】本発明に係わる画像形成装置の更に別の例を示す模式断面図である。
【図５】本発明に係わる画像形成装置の更に別の例を示す模式断面図である。
【図６】本発明に係わる画像形成装置の更に別の例を示す模式断面図である。
【図７】比較例で用いた画像形成装置の例を示す模式断面図である。
【図８】本発明に係わる画像形成装置の更に別の例を示す模式断面図である。
【図９】電子写真感光体に循環材を供給する手段を示す模式断面図である。
【図１０】本発明に係わる電子写真感光体の層構成を示す断面図である。
【図１１】本発明に係わる電子写真感光体の別の層構成を示す断面図である。
【図１２】表面粗さ・輪郭形状測定システムの構成図である。
【図１３】ウェーブレット変換による多重解像度解析結果を表す図の一例である。
【図１４】一回目の多重解像度解析における周波数帯域の分離の図である。
【図１５】一回目の多重解像度解析での最低周波数データのグラフである。
【図１６】二回目の多重解像度解析における周波数帯域の分離の図である。
【図１７】粗さスペクトルの一例図である。
【図１８】粗さスペクトルの別の一例図である。
【図１９】粗さスペクトルの更に別の一例図である。
【図２０】粗さスペクトルの更に別の一例図である。
【図２１】粗さスペクトルの更に別の一例図である。
【図２２】粗さスペクトルの更に別の一例図である。
【図２３】粗さスペクトルの更に別の一例図である。
【図２４】粗さスペクトルの更に別の一例図である。
【図２５】粗さスペクトルの更に別の一例図である。
【図２６】粗さスペクトルの更に別の一例図である。
【図２７】粗さスペクトルにおける屈曲点および屈曲点における角度θを示す一例図であ
る。
【図２８】粗さスペクトルの更に別の一例図である。
【図２９】粗さスペクトルの更に別の一例図である。
【図３０】粗さスペクトルの更に別の一例図である。
【発明を実施するための形態】
【００２５】
　本発明に係る画像形成装置は、所定の方向に回転駆動される電子写真感光体１１と、該
電子写真感光体１１表面を一様に帯電させる帯電手段１２と、前記電子写真感光体１１を
露光して静電潜像を形成する露光手段１３と、トナーを含む現像剤により前記静電潜像を
現像してトナー像を形成する現像手段１４と、前記トナー像を前記電子写真感光体１１か
ら転写材上に転写する転写手段１６と、当該トナー像が転写された後の電子写真感光体１
１を清掃するクリーニング手段１７と、前記電子写真感光体１１の回転駆動方向に対して
、前記クリーニング手段１７の下流かつ前記帯電装置１２の上流に配設されてなり、前記
電子写真感光体１１に当接し当該電子写真感光体１１表面に循環材３Ａの皮膜を塗布形成
する塗布手段３と、を備える画像形成装置であって、前記塗布手段３は、塗布ブラシ３Ｂ
と、塗布ブレード３Ｃとを有し、前記電子写真感光体１１は、前記循環材３Ａよりなり質
量膜厚が１分子層以上３分子層未満である循環型表面層を有し、該循環型表面層の皮膜欠
陥が１０％未満であり、当該画像形成装置における画像形成サイクルの１サイクル当たり
で、前記塗布手段３による前記循環材３Ａの塗布量は、当該塗布手段３が次の画像形成サ
イクルで塗布する直前までに前記電子写真感光体１１表面から除去される前記循環材の除
去量以下であることを特徴とする。
【００２６】
　次に、本発明に係る画像形成装置についてさらに詳細に説明する。
　尚、以下に述べる実施の形態は、本発明の好適な実施の形態であるから技術的に好まし
い種々の限定が付されているが、本発明の範囲は以下の説明において本発明を限定する旨



(10) JP 2012-208468 A 2012.10.25

10

20

30

40

50

の記載がない限り、これらの態様に限られるものではない。
【００２７】
　本発明では、画像形成装置内に電子写真感光体表面に皮膜をコーティングする塗布装置
を内蔵するため、電子写真感光体は事実上摩耗することがない。なお、以下において電子
写真感光体を単に感光体と称することもある。
　従来、電子写真感光体は消耗品として頻繁に交換して使用してきたが、本発明ではその
必要がない。電子写真感光体は新たに製造することも回収することも不要であり、本発明
の画像形成装置は省資源化による低環境負荷に対して極めて有利に働く。従来型の電子写
真感光体である電子写真感光体を一度回収した後リサイクル使用する方法では本発明の形
態に対してプリント一枚当たりのリサイクルコストの優位性に遠く及ぶことはできない。
【００２８】
　本発明の画像形成装置は、電子写真感光体の下地表面層上に循環型表面層を形成する材
料（以下、循環材と称する）をコーティングする塗布量が、次のコーティングを行う直前
までの清掃で循環材を除去する量以下とする新規なプロセスである。これは電子写真感光
体最表面に循環型表面層を設けることを成立させる重要な要件となる。循環材の除去量に
応じて循環材をコーティングすることで、電子写真感光体を中心に出入りする循環材のマ
スバランスは等価性を得ることができる。
【００２９】
　循環材は主にクリーニング装置によって清掃されると考えられるが、感光体と現像剤と
の接触、感光体と中間転写ベルトとの接触なども清掃に作用する。本発明では循環材の清
掃工程は、循環材が塗布された直後から次の循環材が塗布される直前までの工程全てを対
象にする。
　循環材を除去した後に循環材を塗布する場合、仮に循環材が感光体から完全に除去され
ても直ちに塗布工程で循環材が塗布されることになる。そして、循環材が除去されるまで
の間は感光体表面に循環材が滞留することになるため、循環材の清掃と塗布の繰り返し工
程では感光体表面の循環材が完全に枯渇することは無い。より具体的には、例えば循環材
の１００％を除去した後に１０％塗布すると、次の除去に至るまでは１０％の循環材が塗
布された状態になる。そして、次の除去工程で完全に除去された後、新たに１０％の循環
材が塗布されることになる。本発明はこの繰り返し工程を経るため、感光体表面の循環材
が完全に枯渇することはない。
【００３０】
　本発明は一見、既存の電子写真感光体へ潤滑剤を塗布する手段に類似するが、潤滑剤塗
布はクリーニング性を持続するなどの電子写真感光体表面の潤滑機能を確保するために潤
滑剤を電子写真感光体へ厚塗りする設計になっている。これまでの潤滑剤を電子写真感光
体へ塗布する方式は本発明の電子写真感光体表面に循環型表面層を積層する思想はなく、
例えば電子写真感光体表面の保護や、あるいは電子写真感光体表面の摩擦係数を所定以下
とするために潤滑剤を電子写真感光体表面に外部供給してきたに過ぎない。このような潤
滑剤が外部から供給される感光体表面を観察すると、粒状の潤滑剤が感光体表面に付着し
ている様相が観察できる。このような粒状の潤滑剤は装置内を汚染する原因になっている
。
【００３１】
　本発明において、循環材の清掃によって除去される量（除去量）は回収したトナーに含
まれる循環材濃度から算出可能である。この分析には後述するＩＣＰ（Inductively Coup
led Plasma）分析またはＸＲＦ（X-ray Fluorescence）分析によってモニターすることが
できる。このように消失速度（循環材の消費量の総量）を予め求めておくことで、本発明
における循環材の除去量と塗布量との関係を成立させることができる。
【００３２】
　次に、１サイクル当たりの循環材の塗布量が清掃によって除去される量以下にする決定
方法について述べる。循環材の消費量は電子写真感光体に対する循環材の付着効率と画像
形成プロセスによって生じる損失分の補償を掛け合わせた値として決定される。
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　画像形成プロセスによって生じる損失分は、循環材全消費量のうち、ブラシによって粉
体形成された循環材が飛散や落下によって感光体表面にコーティングできなかった分とし
て、循環材塗布手段の周囲に滞留している粉末を回収することで計量することができる。
また、循環材が感光体表面から除去された成分はクリーニング手段以降、一般には廃トナ
ーボトルに至る経路に残留する分を回収することで計量することができる。トナーが含ま
れる場合は回収した全粉末の重量を求め、更にこの粉末について循環材濃度を分析するこ
とで、感光体表面から除去された循環材の質量を求めることができる。
　循環材の全消費量に対して以上のプロセスによる損失分と感光体表面からの除去分の差
分が生じる場合、帯電手段などの他のモジュールへの汚染分とみなされる。
　電子写真感光体表面の循環材の付着効率は、塗布ブレードなどの循環材を塗布する部材
と感光体とのなじみによって決定される。塗布ブレードを用いる場合、循環材を薄く均質
にかつ隈無くコーティングするには感光体と塗布ブレードとの摺擦に際して、塗布ブレー
ドが循環材を完全に堰き止めてしまっては効率が悪い。適度なギャップを形成したり、ビ
ビリを防止したりすることが重要となる。
　種々の外乱を含む画像形成プロセスに並行して循環材をコーティングする場合、この付
着効率はプロセスに起因する損失とコーティングする下地表面層の汚染具合に起因する損
失分を補償する必要がある。外乱の有無による循環材の付着効率差から損失分が算出され
る。
【００３３】
　但し、循環型表面層が成立する画像形成装置の場合は、単純に循環材の消費量を増減さ
せて循環材の皮膜欠陥と感光体表面のフィルミングの度合いを評価し、循環型表面層の成
立点を特定することができる。
【００３４】
　また、本発明では、以上の条件を満たす該非判定は耐久使用による循環材からなる循環
型表面層の質量膜厚の変動から判定することができる。
　感光体の下地表面層に供給される循環材の供給量が循環材の除去量を超えない限り、循
環型表面層の膜厚は蓄積することがないため増大しない。新品の感光体に対して、比較的
初期の段階における循環型表面層の膜厚と、ある程度使用したときの循環型表面層の質量
膜厚を求めることで判断が可能である。
【００３５】
　本発明では具体的な方法として、感光体回転数を塗布回数と同義と捉え、プリント試験
による感光体回転数（ドラム形状の場合はドラム回転数）が２５００回転及び２５０００
回転し、循環材を塗布したときの質量膜厚をＩＣＰ分析やＸＲＦ分析から算定し、質量膜
厚の塗布回数依存性を評価する。ドラム回転数は便宜上、感光体の総走行距離を感光体の
周長で割った値として算定することができる。上記のドラム回転数の２５００回転は、極
端に小さい回転数では非定常状態における循環材の質量膜厚を求める不合理を回避するた
めに決定したものであり、２５０００回転は、質量膜厚の変動を評価するのに十分な条件
として決定したものである。よって、これらの回転数は多少前後しても、本発明を逸脱す
るものではない。
　少なくとも、塗布回数に対する質量膜厚の変化がゼロ以下の比例係数ｆであることが望
ましく、比例係数ｆはより好ましくは下記式１の関係を満たすことが安定な表面の維持に
有利である。
【００３６】
τ　＝ｆα＋β　（式１）
（－０．１　≦　ｆ　≦　０）
τ；　循環材の質量膜厚（ｎｍ）
α；　塗布回数（ドラムの場合、ドラム回転数）
β；　任意定数
【００３７】
　係数の上限は、感光体表面へ循環材を供給する量が除去量を超えないために重要となる
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。また、下限は表面の安定性を堅牢化するのに有利となる。
【００３８】
　本発明の画像形成装置は、電子写真装置内で循環材を電子写真感光体の下地表面層上へ
コーティングすることを特徴としており、良質な製膜を確保するために、耐久使用をして
も下地表面層の塗布面は清浄であることが望ましくかつ下地表面層を変質させない状態に
することが望ましい。前者は清浄を崩すトナーを最大限排除する方法として、循環型表面
層の塗布装置を電子写真感光体表面移動方向に対してクリーニング装置よりも下流に配置
することが重要である。更に後者に対しては特に電子写真感光体と接触する部材間のなじ
みに変調を来す下地表面層の形状変化を防止する必要がある。このため、下地表面層が直
接、帯電ハザードに曝されないようにするために、以上の塗布装置は電子写真感光体表面
移動方向に対して帯電装置よりも上流に配置して循環型表面層をコーティングすることが
重要である。
【００３９】
　本発明の電子写真感光体の最表面層は循環型表面層であり、循環型表面層の欠陥は少な
くとも１０％未満で、かつ、循環型表面層の質量膜厚が一分子層以上三分子層未満である
。質量膜厚はＩＣＰ分析や簡易的なＸＲＦ分析によって算出できる。ＩＣＰ分析は特許文
献３（特開２００８－１２２８７０号公報）に準じて得ることができ、ＸＲＦ分析はＩＣ
Ｐ分析結果による検量線から付着量を算出している。質量膜厚は非特許文献１（中井泉編
、蛍光Ｘ線分析の実際、１５４－１６１、朝倉書店、２００５）に基づき算出している。
　また、電子写真感光体の下地最表面層（下地表面層）の上に被膜する循環型表面層の欠
陥は１００％から被覆率を引いた値として算出する。被覆率は特許文献３に記載の方法に
準じてＸＰＳ分析法から求める値である。質量膜厚は非特許文献１に記載の面密度（ｇ／
ｃｍ２）を密度（ｇ／ｃｍ３）で割ることで長さすなわち質量膜厚を得ている。本発明の
実施例で扱うステアリン酸亜鉛は一分子の厚みを５ｎｍとして重なる分子数を厚みの単位
として用いている。この厚みは特許文献４（特開２００６－９１０４７号公報）の段落［
００２１］に基づいている。
【００４０】
　尚、本発明の電子写真感光体は未使用の感光体表面に循環材を設ける場合のみ循環材の
除去量と付着量の関係は無視される。なぜなら、循環材が全く存在しない状態で循環材の
塗布量が循環材の除去量以下とすると循環材は全く塗布されなくなるためである。
　循環材を設ける場合とは、感光体ドラムを画像形成装置へ着荷するまでの非定常状態を
指す。具体的には新たな感光体を画像形成装置に装着してから初期プリント１０００枚以
下を指す。
　感光体表面へ循環材を設ける手段は、感光体表面の循環材塗布が不十分なために、画像
形成装置のクリーニング機能が不十分な性状を利用して感光体表面に循環材を蓄積させて
も良いし、予め、セッティングパウダーなどを用いて塗布しても良い。
【００４１】
　電子写真感光体表面の循環型表面層は以上の通り定義するが、画像形成装置内あるいは
画像形成プロセスの最中に循環型表面層を成立させることは容易ではない。なぜなら、画
像形成プロセスでは、電子写真感光体下地表面層の物性は絶えず履歴を堆積していくため
である。
【００４２】
　画像形成プロセスの途上において、循環材を電子写真感光体の下地表面層にコーティン
グするのみならず、トナーによる画像形成を伴う。このように循環型表面層のコーティン
グと画像形成を同時に行う場合、循環材のコーティングが不十分なときには電子写真感光
体の下地表面層は紙粉やトナー成分がフィルミングしたり、メダカ形状のフィルミングが
生じたりする。これらのフィルミングは画像形成のサイクルを繰り返す度に循環材のコー
ティングを困難にしてしまう。また、循環材の被覆機能が弱く循環材の供給に対して皮膜
形成が追いつかなくなると循環材のコーティング膜が粒だつことがある。また、電子写真
感光体と接触する部材に循環材が滞留したりすり抜けたりして、電子写真感光体表面は砂
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利をまぶしたような付着状態になることがある。こうなると、電子写真感光体周りの部材
（帯電装置、露光装置、現像装置、転写装置）を汚染して寿命を縮めたり、現像器へ循環
材が混入してトナーの帯電を不調にさせたりするなど、画像形成装置を耐久使用するとき
の問題になる。このような粒だちは必ずしも０％である必要はないが、問題が回避できる
目安として、□２ｍｍ程度領域で電子写真感光体表面を観察したときに粒だちの面積比率
が０．０５％未満、より好ましくは０．０３％未満がよい。粒だちの面積比率はｉｍａｇ
ｅJ（アメリカ国立衛生研究所製）やＩｍａｇｅＰｒｏｐｌｕｓ（メディアサイバネティ
ックス社製）等の画像解析ソフトで算定できる。
【００４３】
　現在、画像形成装置内で一般的な潤滑剤を塗布する場合、潤滑剤の被覆率は８５％程度
である場合が多く、その付着量は二分子層から四分子層程度である場合が多い。粒だちは
プリントパターンによって変わるが、０．１％から２．５％程度である場合が多い。この
ため、耐久使用時に異常画像を来したり、電子写真感光体の交換を要したりしており、循
環型表面層を成立しているとは言えない状態である。
【００４４】
　これに対し本発明は、電子写真感光体下地表面層のフィルミングと部材汚染による寿命
を克服し、電子写真感光体の寿命を寿命レスへ極める進歩性をもつ。
　また、本発明の画像形成装置で用いる循環型表面層の塗布装置は既存の潤滑剤塗布手段
を流用することが可能である。このため、本発明の画像形成装置は格別なコストアップを
抑えることができる。
【００４５】
　以上の画像形成装置について、クリーニング装置までの清掃で、循環材を除去する量よ
りも少ない塗布量で電子写真感光体の下地表面層へ循環材をコーティングすることにより
、皮膜（循環型表面層）の欠陥が少なくとも１０％未満で、かつ、循環型表面層の質量膜
厚が一分子層以上三分子層未満である循環型表面層を成立するには、循環材を電子写真感
光体の下地表面層全面へ隈無く塗布できるかが鍵となる。
【００４６】
　この塗布機能の強化は、電子写真感光体と塗布ブレードとの摺擦状態の制御が必要であ
る。より簡単に言えば、これらのなじみを良くするプロセスが必要となる。
【００４７】
　本発明者は、本発明と同じ構成の画像形成装置を耐久使用し、塗布ブレードの電子写真
感光体との摺擦部分を観察すると、電子写真感光体の下地表面層の形状によって塗布ブレ
ードの荒れ方が異なる特徴を知り得た。この観察ではブレード鏡面の真上から対物レンズ
が１００倍の共焦点顕微鏡で□１８０μｍの視野を観察している。また、塗布ブレードは
電子写真感光体に対してトレーリング配置で使用している。塗布ブレードの荒れ具合は、
塗布ブレードのカット面エッジ部から垂直方向に９０μｍ幅で、全長１８０μｍ領域の面
粗さ（Ｒａ）と、凹凸の局部山頂の平均間隔（Ｓｍ）から計量した。ＲａとＳｍの大きさ
についてマッピングした粗さ加減の分類分けを試みると、電子写真感光体の下地表面層の
断面曲線について、低周波成分の凹凸が小さい方と、中周波成分の凹凸が適度に高い方が
粗さは小さい特徴を得た。更に耐久使用後の塗布ブレードの粗さに応じて循環型表面層の
粒だちが強くなる傾向を知り得た。塗布ブレードの粗さはレーザーテック社製共焦点顕微
鏡ＯＰＴＥＬＩＣＳ　Ｈ－１２００による観察と付属するソフトウエアＬＭｅｙｅを用い
て面粗さＲａを求めたところ、０．３μｍから０．６μｍに亘るサンプル差を得た。また
、局部山頂の平均間隔（Ｓｍ）は２．５μｍから５．５μｍに亘るサンプル差を得た。耐
久使用後の塗布ブレードの荒れ具合は電子写真感光体表面とのなじみを反映した記録であ
ると考える。
【００４８】
　そこで本発明では、電子写真感光体は、導電性支持体と、該導電性支持体上に順に積層
されてなる感光層、下地表面層及び循環型表面層と、を備え、塗布ブレードの荒れを小さ
くする電子写真感光体下地表面層の形状は、（Ｉ）表面粗さ・輪郭形状測定機により測定
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して一次元データ配列を作成し、（II）該一次元データ配列を、多重解像度解析によって
ウェーブレット変換して高周波数成分から低周波数成分に至るまでの六個の周波数成分に
分離し、（III）次いで、得られた六個の周波数成分の中で最低周波数成分の一次元デー
タ配列に対して、データ配列数が１／１０～１／１００に減少するように間引きした一次
元データ配列を作成し、（IV）更に、多重解像度解析によってウェーブレット変換して高
周波数成分から低周波数成分に至るまでの、追加の６個の周波数成分に分離して、（Ｖ）
前記（II）及び（IV）で得られた合計十二個の周波数成分の、個々の算術平均粗さＷＲａ
（ＬＬＬ）からＷＲａ（ＨＨＨ）の対数を、左から右に順に線で結んで得られる曲線（便
宜上、粗さスペクトルと称す）に対して、少なくとも、ＬＬＬからＬＨＬの帯域に屈曲点
をもたず、かつ、ＬＨＬからＨＭＨの帯域に屈曲点を有し、かつ、ＷＲａ（ＬＬＨ）が０
．０４μｍ未満であり、かつ、ＷＲａ（ＨＬＨ）が０．００５μｍ未満であることを特徴
とする。
　ここで、電子写真感光体下地表面層のＪＩＳ－Ｂ０６０１：２００１で定義される算術
平均粗さ（略号；Ｒａ）を、ウェーブレット変換により凹凸の一周期の長さについて周波
数成分に分離した個々の帯域における算術平均粗さを以下のように表すものとする。
【００４９】
ＷＲａ（ＨＨＨ）：凹凸の一周期の長さが０．３μｍ～３μｍの帯域におけるＲａ
ＷＲａ（ＨＨＬ）：凹凸の一周期の長さが１μｍ～６μｍの帯域におけるＲａ
ＷＲａ（ＨＭＨ）：凹凸の一周期の長さが２μｍ～１３μｍの帯域におけるＲａ
ＷＲａ（ＨＭＬ）：凹凸の一周期の長さが４μｍ～２５μｍの帯域におけるＲａ
ＷＲａ（ＨＬＨ）：凹凸の一周期の長さが１０μｍ～５０μｍの帯域におけるＲａ
ＷＲａ（ＨＬＬ）：凹凸の一周期の長さが２４μｍ～９９μｍの帯域におけるＲａ
ＷＲａ（ＬＨＨ）：凹凸の一周期の長さが２６μｍ～１０６μｍの帯域におけるＲａ
ＷＲａ（ＬＨＬ）：凹凸の一周期の長さが５３μｍ～１８３μｍの帯域におけるＲａ
ＷＲａ（ＬＭＨ）：凹凸の一周期の長さが１０６μｍ～３１８μｍの帯域におけるＲａ
ＷＲａ（ＬＭＬ）：凹凸の一周期の長さが２１４μｍ～５５１μｍの帯域におけるＲａ
ＷＲａ（ＬＬＨ）：凹凸の一周期の長さが４３１μｍ～９５４μｍの帯域におけるＲａ
ＷＲａ（ＬＬＬ）：凹凸の一周期の長さが８６７μｍ～１６５４μｍの帯域におけるＲａ
【００５０】
　また、屈曲点とは、前記表面粗さスペクトルにおいて、曲率が急変する点を意味する。
曲率が急変する点とは、粗さスペクトルの横軸、縦軸のスケールでの表面粗さスペクトル
において、凸角の頂点が全くない状態（直線）を０°とした場合に、凸角があり、凸角の
頂点が前記０°に対して２０°以上の角度θを有する点をいう。（図２７参照。）
【００５１】
　電子写真感光体下地表面層の形状は以上の関係を満たすと、循環材が効率よくコーティ
ングできる性状を得た。この原因は現時点で明らかにしていないが、次の通り考える。
　循環材を塗布ブレードで電子写真感光体の下地表面層にコーティングして循環型表面層
を形成する際に、塗布ブレードが循環材を完全に堰き止めてしまうとコーティングができ
なくなる。そこで適度な厚みのコーティング膜を形成するには、循環材を塗布ブレードか
らすり抜けさせて薄膜化するような塗布ブレードと下地表面層との間で動的なギャップを
形成する必要がある。例えば、ゴム板の塗布ブレードを電子写真感光体に当接させて循環
材をコーティングしようとするとき、塗布ブレードを一般のクリーニングブレードのよう
に当接してしまっては上述の通り循環材を堰き止めてしまい、コーティングが覚束ない。
循環材のコーティングを目的とする場合、動的なギャップ形成には電子写真感光体表面と
塗布ブレード間の当接状態の制御だけでは不十分であり、当接状態の制御に加えて、電子
写真感光体表面と塗布ブレードとの摺擦状態の制御が必要である。ここで、当接状態とは
電子写真感光体表面と塗布ブレードとの当たり方を表し、摺擦状態は塗布ブレードと電子
写真感光体のこすれ方を表す。
【００５２】
　一般的なドクターブレード法により均質な製膜を獲得する場合を列記すると、第一にウ
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エット膜厚を均一にするブレードと塗布面間のギャップが常時均一であること、第二にブ
レードがビビリなどの振動を抑えること、第三に塗工速度が一定であること、第四に塗布
面が清浄であること、第五に塗料が均質であること等を挙げることができる。循環材の製
膜に対しても同じ事が言える。電子写真感光体表面の形状を前述した特徴的な粗面にする
ことで良質なコーティングに対して有利に作用していると考える。このことは塗布ブレー
ドがゴムである特殊性も影響していると思われる。
【００５３】
　そこで、上述の電子写真感光体の下地表面層の形状とすることで、循環材の塗布性を飛
躍的に向上させる効果を享受することができる。また、クリーニング装置までの清掃で循
環材を除去する量よりも少ない塗布量で電子写真感光体表面へ循環材をコーティングする
ことにより、質量膜厚が一分子層以上三分子層未満であり、かつ、（循環型表面層の）皮
膜の欠陥が少なくとも１０％未満である循環型表面層の成立を可能にする効果を享受する
ことができる。
　更に、循環材の効率的なコーティングを実現するため、循環材の消費量を低減できる効
果が得られる。
【００５４】
　以上の画像形成装置が備える電子写真感光体の最表面である循環型表面層の成立に対し
て、循環材は電子写真感光体下地表面層から除去しやすく、かつコーティングしやすい材
料が望ましい。循環型表面層を永続させるために一サイクルでコーティングする物質量と
清掃によって除去する物質量が等価であることが特に好ましい。
　また、循環材の消費率が過剰でないことも必要となる。循環材の消費率は画像形成プロ
セスで生じる電子写真感光体の走行距離に対する循環材投入量（ｍｇ／ｋｍ）として定義
する。
【００５５】
　以上の要件に対して、循環材に用いられる材料として、ワックスないし高級脂肪酸金属
塩が有利である。ワックスはハゼろう、ウルシろう、パームろう、カルナウバろう等の植
物系ワックス、蜜ろう、鯨ろう、イボタろう、羊毛ろう等の動物系ワックス、モンタンワ
ックス、パラフィンワックス等の鉱物系ワックスを利用できる。
　特に従来、一般に使用されてきた高級脂肪酸金属塩の多くは材料の性質面から有利であ
る。この代表的な化合物であるステアリン酸亜鉛はラメラ構造をとり得る化合物である。
ラメラ構造とは分子が規則的に折りたたまれて成す層が積み重なって配列する構造である
。
　このラメラ構造は両親媒性分子が自己組織化した層状構造を有しており、せん断力が加
わると層間にそって結晶が割れてはがしやすい。この作用は循環材の循環を成立させるの
に有利である。ステアリン酸亜鉛がせん断力を受けて均一に電子写真感光体表面を覆って
いくラメラ構造の特性は、少量の循環材によって効果的に電子写真感光体表面を覆うこと
ができる。
　この方法で循環材を塗布する場合、その循環材の塗布状態を制御するには様々な方法が
ある。例えば、固形循環材と塗布ブラシとの接触圧力を高めたり、塗布ブラシの回転速度
を制御したりする手段を考えることができる。また、画像形成情報に応じて、塗布ブラシ
の回転数を制御する試みもある。
【００５６】
　循環材はワックスや高級脂肪酸金属塩を単独で用いても良いが、これらをバインダーと
して、電荷輸送物質や酸化防止剤など他の機能材料と混合して利用することができる。
【００５７】
　このような循環材を用い、画像形成装置内で皮膜形成と除去がしやすい材料を特定する
ため、循環材の除去とコーティングの繰り返し工程に際して物質量の等価性を得やすい効
果を享受することができる。このため、循環材の塗布と除去を担うモジュールを簡単にす
ることができる。また、循環型表面層を永きにわたって形成可能にすることができる。更
に、前述の下地表面層の形状との組み合わせにより、一サイクル当たりの被覆能力を格別
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に高めることが実現でき、循環材の消費率の減量化を享受することができる。
【００５８】
　さらに本発明における循環材としては、ラメラ構造をとり得る脂肪酸金属塩として、ス
テアリン酸、パルミチン酸、ミリスチン酸、オレイン酸のうち少なくとも一種以上の脂肪
酸を含有し、かつ、亜鉛、アルミニウム、カルシウム、マグネシウム、リチウムのうち少
なくとも一種以上の金属を含有する脂肪酸金属塩が好ましい。
　特に、ステアリン酸亜鉛は、工業的規模で生産され、かつ多方面での使用実績があるこ
とから、コスト、品質、安定性、及び信頼性において最も好ましい材料である。
　また、従来、潤滑剤の効率的な塗布方法として蓄積してきた豊富な塗布技術を応用しや
すい有利性をもつ。
　尚、一般に工業的に使われる高級脂肪酸金属塩は、その名称の化合物単体組成ではなく
、多かれ少なかれ類似の他の脂肪酸金属塩、金属酸化物、及び遊離脂肪酸を含むものであ
り、本発明の脂肪酸金属塩もこの慣例に従う。
　このような循環材を用いることで、循環型表面層の成立に対して高信頼性と低コスト化
を享受することができる。また、潤滑剤の塗布技術として蓄積のある塗布技術を応用しや
すい装置開発の利便性を得ることができる。
【００５９】
　前述の電子写真感光体の下地表面層の新規な表面形状により、循環材の塗布性を飛躍的
に向上させる効果を享受することができる。この効果を永続するには下地表面形状の強度
を高めることが有利である。電子写真プロセスによる画像形成で電子写真感光体が摩耗す
る場合、表面形状が変化する。その様子は表面粗さの変化からみることができ、本発明者
は実験的に電子写真感光体の摩耗の進行とともに表面粗さが増加する傾向を確認している
。
【００６０】
　はじめに、前述の新規な形状の造形にはウエットプロセスによる製膜が有利である。こ
れはミクロンからミリスケールにわたる表面形状を制御するもので機械的な加工よりも技
術面とコスト面で有利であるためである。ウエットプロセスによる製膜では塗料の粘度は
低粘度の方が形状制御の範囲を広くすることができる。具体的には０．９ｍＰａ・ｓから
１０ｍＰａ・ｓ程度が良い。塗料の粘度の下限は溶媒粘度に漸近する値から決定しており
、上限は形状制御がしにくくなる理由から決めている。塗料の粘度は低く、かつ、製膜後
の下地表面層が実用上十分な強度を得るには、塗料に三次元架橋構造をとる反応タイプの
樹脂モノマーを主成分に選ぶと良い。
【００６１】
　電子写真感光体の下地表面層に三次元架橋構造をもつ樹脂を用いることで耐摩耗性に優
れる下地表面層を得ることができる。この理由は、耐久劣化により、樹脂膜を形成する化
学結合の一部が破断しても別の部位の化学結合が残存していれば直接摩耗に至らないため
と考える。優れた耐摩耗性は表面形状の安定化に直接寄与する。その結果、下地表面層に
三次元架橋構造をもつ樹脂を用いると、循環材の塗布性を安定化することができる。
【００６２】
　三次元架橋構造をもつ樹脂の中でもアクリル樹脂はポリカーボネートと電荷輸送物質と
の固溶体と比較して誘電率が大きいため、静電特性面の凹凸形状の影響が小さいメリット
を有する。
【００６３】
　以上の通り、下地表面層に三次元架橋構造をもつ樹脂を用いることで、循環型表面層の
下地表面層の造形を容易にする効果があり、循環材の塗布性を容易に改良できる。また、
下地表面層の特別な表面形状の変化を抑え、循環材の塗布性を安定化させる効果を享受す
ることができる。
【００６４】
　下地表面層の造形に対して、比較的低粘度の塗料を基に、フィラーを添加すると凹凸形
状を付与することができる。フィラーの凝集状態を制御することで多様な凹凸形状が得ら
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れる。電子写真感光体の最表層に三次元架橋構造をもつ樹脂を利用し、更にフィラーを配
合する技術は過去にも知られていたが、ねらいが機械的強度に主眼を置くものが多く、意
外にもフィラーの分散剤を併用する技術は多く見ることがなかった。更に分散剤によるフ
ィラーの凝集状態を変えることで電子写真感光体の表面形状を制御しようとする概念は新
規な概念であると思われる。フィラーの中でも、配合するフィラーは金属酸化物フィラー
で平均１次粒子径がナノオーダーのものが好ましく、α－アルミナ、酸化スズ、チタニア
、シリカ、セリアなどの金属酸化物のフィラーが有用である。
　有機微粒子、無機微粒子などのフィラーの一部に、分散が困難で、表面粗さがミクロン
オーダー以上しか得られないものやトゲ状の突起が多く、塗布ブレードやクリーニングブ
レードの刃こぼれを生じるものがあるが、金属酸化物フィラーはこのような不具合を抱え
ないものが多い。同じ理由から金属酸化物の含有量は下地表面層の１ｗｔ％以上２０ｗｔ
％以下が良い。金属酸化物含有量の下限と上限は下地表面層の形状制御が困難になる理由
から規定している。
　また、金属酸化物の併用により、機械的な強度が向上する効果は本発明においても同様
に享受することができる。
【００６５】
　リン酸エステルタイプの分散剤は、塗料中のフィラー分散安定性を得る効果、フィラー
の小粒径化、及びバインダー樹脂との親和性を与える。フィラーの小粒径化とバインダー
樹脂との親和性は、下地表面形状の制御に利用する因子として任意に制御する。この制御
はフィラーの酸塩基性に応じて分散剤の酸価、アミン価の適当なものを選んだり、分散剤
の成分のうち、フィラーのバインダー樹脂と相溶性の高い成分を選んだりすることで実現
できる。また、塗料中のフィラー分散性はいかなる場合においても安定性が高い方が電子
写真感光体を製造する上で望ましい。分散剤の成分にフィラーと吸着する官能基の種類や
溶媒と相溶性の高い成分を選ぶことで実現できる。分散剤の使用量は電子写真感光体の静
電特性への影響から下地表面層の全固形分に対して１ｗｔ％から２ｗｔ％が上限になるこ
とが多い。
【００６６】
　以上の通り、リン酸エステルタイプの分散剤と、金属酸化物フィラーとを含有すること
で、循環型表面層の下地表面層の造形を容易にする効果がある。循環材の塗布性を容易に
改良できる。また、下地表面層の耐摩耗性が向上する効果も得られやすい。
【００６７】
　循環材のコーティングが万一、不十分な事態に陥った場合、電子写真感光体の下地表面
層に紙粉やトナー成分がフィルミングしたり、メダカ形状のフィルミングが生じたりする
ケースが想定される。このとき、下地表面層の濡れ性が変質して循環材の所期の循環プロ
セスが破綻してしまいかねない。これに対し、電子写真感光体の下地表面層へ略球形のα
－アルミナ微粒子を添加すると、以上のフィルミングを大幅に低減できることが実験的に
得られており、有効である。
　この理由は今のところ明らかにしていないが、α－アルミナの高い硬度が下地表面層へ
の創傷予防に効果があり、この効果がフィルミングの機会を与えにくくしていることや、
循環材が不足してもα－アルミナの凹凸が電子写真感光体と塗布ブレードないしクリーニ
ングブレードとの摺擦状態をある程度安定でいられる効果をもつためと考えている。
　略球形のα－アルミナのフィラー粒径は多くの場合、０．０１μｍ以上２μｍ以下、よ
り好ましくは０．０３μｍ以上１．５μｍ以下の場合、製膜時にトゲの様な極端な凹凸形
成が抑制できるため、課題を解決する手段において前述した（２）に合致する形状を形成
し易く有利である。
【００６８】
　以上の通り、０．０１μｍ以上２μｍ以下のα－アルミナを含有することで、電子写真
感光体表面の変質を予防する効果を享受することができる。このため、循環型表面層を最
表面にする電子写真感光体の安定化を獲得できる。なお、後述するようにα－アルミナの
平均一次粒子径は特に好ましくは０．２μｍ以上０．５μｍ以下である。
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【００６９】
　循環材を用いる画像形成装置の一例として、図８を用いて説明する。図８の装置では、
循環材（３Ａ）は塗布ブラシ（３Ｂ）で電子写真感光体表面に入力され、次いで塗布ブレ
ード（３Ｃ）で均され、次にクリーニングブレード（１７）で除去され、再び塗布ブラシ
（３Ｂ）へ戻るサイクルを経る。電子写真感光体（１１）表面には循環材（３Ａ）の他に
トナーの入出力があるため、循環材（３Ａ）はトナーと混合される状態で存在する。
　なお、帯電装置（１２）には帯電装置（１２）をクリーニングする帯電装置クリーナ（
１２ｃ）が当接して設けられてなる。
【００７０】
　また本発明は、図７に示すように、中間転写体は用いずに、電子写真感光体（１１）の
表面から、転写装置（１６）により直接、転写材（１８）に転写する画像形成方式であっ
ても良い。
【００７１】
　また、本発明は循環材の循環効率を高めるため、循環材が電子写真感光体表面に入力さ
れるときの付着性、循環材がスプレッドされる均し性、そして適時循環材が電子写真感光
体から系外へ排出される除去性の個々の性状を高めることを想定している。循環材の均し
は循環材をスプレッドする塗布ブレードを用いる場合が多い。また、循環材の排出はクリ
ーニングブレードが負うケースが多い。それぞれのブレードは電子写真感光体との摺擦状
態を安定化させることが極めて重要である。
【００７２】
　塗布ブレードの摺擦状態を安定化させる電子写真感光体下地表面層の形状は、前述の粗
さスペクトルに対して、少なくとも、ＬＬＬからＬＨＬの帯域に屈曲点をもたず、かつ、
ＬＨＬからＨＭＨの帯域に屈曲点を有し、かつ、ＷＲａ（ＬＬＨ）が０．０４μｍ未満で
あり、かつ、ＷＲａ（ＨＬＨ）が０．００５μｍ未満にするとブレードの荒れを抑えるこ
とが可能であり、特に重要である。
【００７３】
　耐摩耗性に優れる架橋構造の樹脂を下地表面層の材料として用いると、耐摩耗性に優れ
る下地表面層が提供される。これに応じて表面形状の持続性が享受される。これは耐久劣
化により、樹脂膜を形成する化学結合の一部が破断しても別の部位の化学結合が残存して
いれば摩耗を止められるためである。
【００７４】
　架橋構造の樹脂の中でもアクリル樹脂は、ポリカーボネートと電荷輸送物質との固溶体
と比較して誘電率が大きいため、静電特性面の凹凸形状の影響が小さいという効果を奏す
る。
【００７５】
　表面層へフィラーを添加すると微細な凹凸形状を付与することができる。これにより、
循環材の循環効率を高める効果が得られやすい。フィラーを配合することで電子写真感光
体表面にソフトフィールな生地を形成させることができ、以上のテクスチャー効果を更に
高める手段として有効である。また、フィラーの配合による更なる耐摩耗性の向上が獲得
でき、表面形状の持続性が一層有利となる。配合するフィラーは平均１次粒子径がナノス
ケールのものが好ましく、アルミナ、酸化スズ、チタニア、シリカ、セリア等が有用であ
る。特に０．２μｍ以上０．５μｍ以下のα－アルミナが有利である。
　これらのフィラーは電子写真感光体表面を棘状にさせないため、電子写真感光体と摺動
する部材に与えるダメージを低減できる。
【００７６】
　循環材を電子写真感光体表面に塗布する画像形成装置について、循環材をブラシで掻き
取り、そのブラシで掻き取った循環材を電子写真感光体表面に入力する機構を設けると、
循環材の消費量を簡単に制御できるのみならず、電子写真感光体全体に亘って循環材を供
給できるため有利である。更に、クリーニングブレードとは別に、上記のブラシよりも下
流で且つ、クリーニングブレードよりも上流に電子写真感光体と摺擦する塗布ブレードを
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設けることで電子写真感光体表面に供給された循環材の量を規制したり、均しを促したり
することが可能となる。これらのブラシと塗布ブレードは循環材の循環を調整する上で有
効な手段となる。
　なお、塗布ブラシは、ブラシ、または機能上においてブラシに相当するスポンジローラ
などの手段も適用できる。
【００７７】
　以下に、電子写真感光体断面曲線の多重解像度解析について説明する。
　本発明では、はじめに画像形成装置用部品の表面の状態についてＪＩＳ　Ｂ０６０１に
定める断面曲線を求め、その断面曲線である一次元データ配列を得る。
　この断面曲線である一次元のデータ配列は、表面粗さ・輪郭形状測定機からデジタル信
号として得てもよく、あるいは表面粗さ・輪郭形状測定機のアナログ出力をＡ／Ｄ変換し
て得てもよい。
【００７８】
　本発明において、一次元データ配列を得るための断面曲線の測定長さはＪＩＳ規格に定
める測定長さであることが好ましく、８ｍｍ以上、２５ｍｍ以下が好ましい。
　また、サンプリング間隔は、１μｍ以下がよく、好ましくは０．２μｍ以上、０．５μ
ｍ以下がよい。例えば、測定長１２ｍｍをサンプリング点数３０７２０点で測定する場合
、サンプリング間隔は０．３９０６２５μｍとなり、本発明を実施するのに好適である。
【００７９】
　前記のように、この一次元データ配列を、ウェーブレット変換（ＭＲＡ－１）して高周
波数成分（ＨＨＨ）から低周波数成分（ＨＬＬ）に至る複数の周波数成分（例えば（ＨＨ
Ｈ）（ＨＨＬ）（ＨＭＨ）（ＨＭＬ）（ＨＬＨ）（ＨＬＬ）の６成分）に分離する多重解
像度解析を行う。更に、ここで得た最低周波数成分（ＨＬＬ）を間引きした一次元データ
配列を作り、この間引きされた一次元データ配列に対して更にウェーブレット変換（ＭＲ
Ａ－２）を行って、高周波数成分から低周波数成分に至る複数の周波数成分（例えば（Ｌ
ＨＨ）、（ＬＨＬ）（ＬＭＨ）（ＬＭＬ）（ＬＬＨ）（ＬＬＬ）の６成分）に分離する多
重解像度解析を行い、得た各周波数成分（１２成分）に対して、算術平均粗さ（ＷＲａ）
を求めたが、一般のＲａと区別するために、本明細書ではこの粗さをＷＲａと称すること
とする。そして、本発明では、前記のように、少なくともＷＲａ（ＬＭＬ）とＷＲａ（Ｌ
ＨＨ）に屈曲点（肩）または極大点をもつようにする。
【００８０】
　ここで、各周波数成分の個々の算術平均粗さ（ＷＲａ）は電子写真感光体表面の凹凸形
状を表面粗さ・輪郭形状測定機により測定して得た一次元データ配列を、ウェーブレット
変換して高周波数成分から低周波数成分に至る周波数成分に分離する前記多重解像度解析
（ＭＲＡ－１）、（ＭＲＡ－２）を行って得られた一次元データ配列の算術平均粗さを表
す。本発明においては、実際のウェーブレット変換はソフトウエアＭＡＴＬＡＢを使用し
ている。帯域幅の定義はソフトウエア上の制約であって、この定義する範囲に格別の意味
はない。また、ＷＲａは上記の理由（帯域幅の定義の理由）に因るため、帯域幅が変われ
ばそれに応じて係数は変化する。
【００８１】
　そして、ＨＭＬ成分とＨＬＨ成分、ＬＨＬ成分とＬＭＨ成分、ＬＭＨ成分とＬＭＬ成分
、ＬＭＬ成分とＬＬＨ成分、ＬＬＨ成分とＬＬＬ成分の個々の帯域は、周波数帯域がオー
バーラップしているが、オーバーラップの理由は、次のとおりである。
　すなわち、ウェーブレット変換では、元の信号を一回目のウェーブレット変換（Ｌｅｖ
ｅｌ　１）でＬ（Ｌｏｗ－ｐａｓｓ　Ｃｏｍｐｏｎｅｎｔｓ）とＨ（Ｈｉｇｈ－ｐａｓｓ
　Ｃｏｍｐｏｎｅｎｔｓ）に分解し、更に、このＬに関して、ウェーブレット変換を施す
ことでＬＬとＨＬに分解する。ここで、元の信号に含まれる周波数成分　ｆ　が、分離す
る周波数　Ｆ　と一致した場合は、ｆ　は丁度分離の境界になるので、分離後は、ＬとＨ
の両方の、それぞれに分離される。この現象は、多重解像度解析では不可避な現象である
。そこで、観察したい周波数帯域がこのようにウェーブレット変換の際に分離されてしま
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わないように、元の信号に含まれる周波数を設定することも重要である。
【００８２】
［ウェーブレット変換（多重解像度解析）、各周波数波の記号］
　本発明では２回のウェーブレット変換を行うが、最初のウェーブレット変換を第一回目
のウェーブレット変換（便宜上、ＭＲＡ－１と記すことがある）、その後のウェーブレッ
ト変換を第二回目のウェーブレット変換（便宜上、ＭＲＡ－２と記すことがある）と呼ぶ
ことにする。一回目と二回目の変換を区別するため、便宜上、各周波数帯域の略号に接頭
語として、Ｈ（一回目）とＬ（二回目）を付ける。
　ここで、第一回目、及び第二回目のウェーブレット変換に使用するマザーウェーブレッ
ト関数としては各種のウェーブレット関数が使用可能であり、例えば、ドビッシー（Ｄａ
ｕｂｅｃｉｅｓ）関数、ハール（ｈａａｒ）関数、メーヤー（Ｍｅｙｅｒ）関数、シムレ
ット（Ｓｙｍｌｅｔ）関数、そしてコイフレット（Ｃｏｉｆｌｅｔ）関数等が使用可能で
ある。ここでＤａｕｂｅｃｉｅｓはドベシィまたはドブシーと表記することがある。本発
明ではハール関数を用いているが、必ずしもこれに制約される必要はない。
【００８３】
　また、ウェーブレット変換して高周波数成分から低周波数成分に至る複数の周波数成分
に分離する多重解像度解析を行う場合、その成分数は４以上、８以下がよく、好ましくは
６である。
【００８４】
　本発明において、第一回目のウェーブレット変換を行って、複数の周波数成分に分離し
、ここで得た最低周波数成分を間引きしつつ取り出（サンプリング）して最低周波数成分
データを反映した一次元データ配列を作り、この一次元データ配列に対して第二回目のウ
ェーブレット変換を行って、高周波数成分から低周波数成分に至る複数の周波数成分に分
離する多重解像度解析を行う。
【００８５】
　ここで、第一回目のウェーブレット変換（ＭＲＡ－１）結果で得た最低周波数成分（Ｈ
ＬＬ）に対して行う間引きは、データ配列数を、１／１０から１／１００にすることが特
徴である。
　ここで、データ間引きは、データの周波数を上げる（横軸の対数目盛幅を拡げる）効果
があり、例えば、第一回目のウェーブレット変換結果で得た一次元配列の配列数が３００
００であった場合、１／１０の間引きを行うと、配列数が３０００になる。
　この場合、間引きが１／１０より小さいと、例えば、１／５であると、データの周波数
を上げる効果が少なく、第２回のウェーブレット変換を行い、多重解像度解析を行っても
データはよく分離されない。
【００８６】
　また、間引きが１／１００より大きいと、例えば、１／２００であると、データの周波
数が高くなりすぎ、第２回のウェーブレット変換を行い、多重解像度解析を行ってもデー
タは高周波成分に集中してよく分離されない。
　間引きの仕方は、例えば、間引きを１／１００とする場合、１００個のデータの平均値
を求め、その平均値を代表の１点としている。
【００８７】
　図１８は本発明に適用した、電子写真感光体の表面粗さ評価装置の一構成例を模式的に
示す構成図である。図１８中（４１）は電子写真感光体であり、（４２）は表面粗さを測
定するプローブを取り付けた治具、（４３）は上記治具（４２）を測定対象に沿って移動
させる機構、（４４）は表面粗さ・輪郭形状測定機、（４５）は信号解析を行うパーソナ
ルコンピューターである。この図１８において、パーソナルコンピューター（４５）によ
って上記の多重解像度解析の計算が行われる。電子写真感光体がシリンダー形状の場合、
電子写真感光体の表面粗さ測定は周方向でも長手方向でも適当な方向について計測するこ
とができる。
【００８８】
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　この図１８は一例として示したものであり、構成は他の構成によってもかまわない。例
えば、多重解像度解析はパーソナルコンピューターではなく、専用の数値計算プロセッサ
で行ってもよい。また、この処理を表面粗さ・輪郭形状測定機自体で行ってもよい。結果
の表示は各種の方法が使用可能であり、ＣＲＴや液晶画面に表示してもよく、あるいは印
字出力を行ったりしてもよい。また、他の装置に電気信号として送信してもよく、ＵＳＢ
メモリやＭＯディスクに保存してもよい。
【００８９】
　本発明者等の測定では、表面粗さ・輪郭形状測定機は東京精密社製Ｓｕｒｆｃｏｍ　１
４００Ｄを使用し、パーソナルコンピューターはＩＢＭ社製パーソナルコンピューターを
使用し、Ｓｕｒｆｃｏｍ　１４００ＤとＩＢＭ製パーソナルコンピューターの間はＲＳ－
２３２－Ｃケーブルで接続した。Ｓｕｒｆｃｏｍ　１４００Ｄからパーソナルコンピュー
ターに送られた表面粗さデータの処理とその多重解像度解析計算は、本発明者等がＣ言語
で作成したソフトウエアで行った。
【００９０】
　次に、電子写真感光体表面形状の多重解像度解析の手順について具体例によって説明す
る。
　はじめに、電子写真感光体の表面形状を東京精密製Ｓｕｒｆｃｏｍ　１４００Ｄで測定
した。
　ここで、一回の測定長は１２ｍｍであり、総サンプリング点数は３０７２０であった。
一度の測定では、これを四カ所測定した。測定した結果はパーソナルコンピューターに取
り込み、これを本発明者等の作成したプログラムにより第一回目のウェーブレット変換と
、そこで得た最低周波数成分に対する１／４０の間引き処理、そして、第二回目のウェー
ブレット変換を行った。
【００９１】
　このようにして得た第一回目、及び第二回目の多重解像度解析結果に対し、算術平均粗
さＷＲａ、最大高さＲｍａｘ、十点平均粗さＲｚを求めた。演算結果の一例を図１３に示
す。
【００９２】
　図１３において、図１３（ａ）のグラフはＳｕｒｆｃｏｍ　１４００Ｄで測定して得た
元のデータであり、粗さ曲線、あるいは断面曲線と呼ぶ場合もある。
　図１３には１４個のグラフがあるが、縦軸は表面形状の変位であり単位はμｍである。
また横軸は長さであり、目盛は付けていないが測定長は１２ｍｍである。
　従来の表面粗さ測定では図１３（ａ）から算術平均粗さＲａ、最大高さＲｍａｘ、Ｒｚ
等を求めていた。
【００９３】
　また、図１３（ｂ）の６個のグラフは第一回目の多重解像度解析（ＭＲＡ－１）結果で
あり、最も上にあるのが最高周波成分（ＨＨＨ）のグラフ、最も下にあるのが、最低周波
数成分（ＨＬＬ）のグラフである。
【００９４】
　ここで、図１３（ｂ）において最も上にあるグラフ（１０１）は一回目の多重解像度解
析結果の最高周波数成分であり、本発明ではこれをＨＨＨと呼ぶ。
・グラフ（１０２）は、一回目の多重解像度解析結果の最高周波数成分より１つ低い周波
数成分であり、本発明ではこれをＨＨＬと呼ぶ。
・グラフ（１０３）は、一回目の多重解像度解析結果の最高周波数成分より２つ低い周波
数成分であり、本発明ではこれをＨＭＨと呼ぶ。
・グラフ（１０４）は、一回目の多重解像度解析結果の最高周波数成分より３つ低い周波
数成分であり、本発明ではこれをＨＭＬと呼ぶ。
・グラフ（１０５）は、一回目の多重解像度解析結果の最高周波数成分より４つ低い周波
数成分であり、本発明ではこれをＨＬＨと呼ぶ。
・グラフ（１０６）は、一回目の多重解像度解析結果の最低周波数成分であり、本発明で
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はこれをＨＬＬと呼ぶ。
【００９５】
　本発明において、図１３（ａ）のグラフはその周波数によって、図１３（ｂ）の６個の
グラフに分離するが、その周波数分離の状態を図１４に示す。
【００９６】
　図１４において、横軸は凹凸の形状が正弦波とした場合の、長さ１ｍｍ当たりに出現す
る凹凸数である。また、縦軸は、各帯域に分離された場合の割合を示すものである。
【００９７】
　図１４において、（１２１）は一回目の多重解像度解析（ＭＲＡ－１）における最高周
波成分（ＨＨＨ）の帯域、（１２２）は一回目の多重解像度解析における最高周波成分よ
り１つ低い周波数成分（ＨＨＬ）の帯域、（１２３）は一回目の多重解像度解析における
最高周波成分より２つ低い周波数成分（ＨＭＨ）の帯域、（１２４）は一回目の多重解像
度解析における最高周波成分より３つ低い周波数成分（ＨＭＬ）の帯域、（１２５）は一
回目の多重解像度解析における最高周波成分より４つ低い周波数成分（ＨＬＨ）の帯域、
（１２６）は一回目の多重解像度解析における最低周波数成分（ＨＬＬ）の帯域である。
【００９８】
　図１４をより詳細に説明すると、１ｍｍ当たりの凹凸数が２０個以下の場合は、すべて
グラフ（１２６）に出現することを示す。例えば、凹凸数が１ｍｍ当たり１１０個の場合
、グラフ（１２４）に最も強く出現し、これは図１３（ｂ）においてはＨＭＬに出現する
。また、凹凸数が１ｍｍ当たり２２０個の場合、グラフ（１２３）に最も強く出現し、こ
れは図１３（ｂ）においては、ＨＭＨに出現することを示している。また、凹凸数が１ｍ
ｍ当たり３１０個の場合、グラフ（１２２）と（１２３）に出現し、これは図１３（ｂ）
においては、ＨＨＬとＨＭＨの両方に出現することを示している。したがって、表面粗さ
の周波数によって、図１３（ｂ）の６本のグラフでどこに現われるか決まってくる。言い
換えると、表面粗さにおいて、細かなザラツキは図１３（ｂ）において上の方のグラフに
出現し、大きな表面うねりは図１３（ｂ）において下の方のグラフに出現する。
【００９９】
　本発明ではこのように、表面粗さをその周波数によって分解する。これをグラフとした
ものが図１３（ｂ）であるが、この周波数帯域ごとグラフからそれぞれの周波数帯域での
表面粗さを求める。ここで、表面粗さとしては、算術平均粗さ、最大高さ、十点平均粗さ
を計算することが可能である。
　このようにして、図１３（ｂ）では、それぞれのグラフに、算術平均粗さＷＲａ、最大
高さＷＲｍａｘ、十点平均粗さＷＲｚを数値で示している。
　ウェーブレット変換によって得られた粗さ曲線の算術平均粗さＲａ、最大高さＲｍａｘ
、および十点平均粗さＲｚの語頭に一般的な表記と区別するためＷを付加している。
【０１００】
　本発明ではこのように表面粗さ・輪郭形状測定機で測定したデータその周波数によって
複数のデータに分離するので、各周波数帯域における凹凸変化量を測定できる。
【０１０１】
　さらに本発明では、このように周波数によって図１３（ｂ）のように分離したデータか
ら、最も低い周波数、すなわちＨＬＬのデータを間引きする。
【０１０２】
　本発明は間引きをどのようにするか、すなわち何個のデータから取り出すか実験によっ
て決めればよく、間引き数を最適にすることによって図１４に示す多重解像度解析におけ
る周波数帯域分離を最適化することが可能となり、目的とする周波数をその帯域の中心に
とることが可能になる。
【０１０３】
　図１３では４０個から１個のデータを取る間引きを行った。
　間引きした結果を図１５に示す。図１５では縦軸は表面凹凸であり、単位はμｍである
。また横軸に目盛は付けていないが、長さ１２ｍｍである。
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【０１０４】
　本発明では図１５のデータを更に多重解像度解析する。すなわち二回目の多重解像度解
析（ＭＲＡ－２）を行う。
【０１０５】
　図１３（ｃ）の６個のグラフは第二回目の多重解像度解析（ＭＲＡ－２）結果であり、
最も上にあるグラフ（１０７）は、二回目の多重解像度解析結果の最高周波数成分であり
、これをＬＨＨと呼ぶ。
・グラフ（１０８）は、二回目の多重解像度解析結果の最高周波数成分より１つ低い周波
数成分であり、これをＬＨＬと呼ぶ。
・グラフ（１０９）は、二回目の多重解像度解析結果の最高周波数成分より２つ低い周波
数成分であり、これをＬＭＨと呼ぶ。
・グラフ（１１０）は、二回目の多重解像度解析結果の最高周波数成分より３つ低い周波
数成分であり、これをＬＭＬと呼ぶ。
・グラフ（１１１）は、二回目の多重解像度解析結果の最高周波数成分より４つ低い周波
数成分であり、これをＬＬＨと呼ぶ。
・グラフ（１１２）は、二回目の多重解像度解析結果の最低周波数成分であり、これをＬ
ＬＬと呼ぶ。
【０１０６】
　本発明において、図１３（ｃ）では、その周波数によって、６個のグラフに分離してい
るが、その周波数分離の状態を図１４に示す。
【０１０７】
　図１６において、横軸は凹凸の形状が正弦波とした場合の、長さ１ｍｍ当たりに出現す
る凹凸数である。また、縦軸は、各帯域に分離された場合の割合を示すものである。
【０１０８】
　図１６において、（１２７）は二回目の多重解像度解析における最高周波成分（ＬＨＨ
）の帯域、（１２８）は二回目の多重解像度解析における最高周波成分より１つ低い周波
数成分（ＬＨＬ）の帯域、（１２９）は二回目の多重解像度解析における最高周波成分よ
り２つ低い周波数成分（ＬＭＨ）の帯域、（１３０）は二回目の多重解像度解析における
最高周波成分より３つ低い周波数成分（ＬＭＬ）の帯域、（１３１）は二回目の多重解像
度解析における最高周波成分より４つ低い周波数成分（ＬＬＨ）の帯域、（１３２）は二
回目の多重解像度解析における最低周波数成分（ＬＬＬ）の帯域である。
【０１０９】
　図１６をより詳細に説明すると、１ｍｍ当たりの凹凸数が０．２個以下の場合は、すべ
てグラフ（１３２）に出現することを示す。
【０１１０】
　例えば、凹凸数が１ｍｍ当たり１１個の場合、グラフ（１２８）が最も高くなっている
が、これは、二回目の多重解像度解析における最高周波成分より１つ低い周波数成分の帯
域に最も強く出現することを示しており、図１３（ｃ）においては、ＬＭＬに出現するこ
とを示している。
　したがって、表面粗さの周波数によって、図１３（ｃ）の６本のグラフでどこに現われ
るか決まってくる。
【０１１１】
　言い換えると、表面粗さにおいて、細かなザラツキは図１３（ｃ）において上の方のグ
ラフに出現し、大きな表面うねりは図１３（ｃ）において下の方のグラフに出現する。
【０１１２】
　本発明ではこのように、表面粗さをその周波数によって分解する。これをグラフとした
ものが図１３（ｃ）であるが、この周波数帯域ごとグラフからそれぞれの周波数帯域での
表面粗さを求める。ここで、表面粗さとしては、算術平均粗さＲａ（ＷＲａ）、最大高さ
Ｒｍａｘ（ＷＲｍａｘ）、十点平均粗さＲｚ（ＷＲｚ）を計算することが可能である。
【０１１３】
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　このようにして電子写真感光体表面の凹凸形状を表面粗さ・輪郭形状測定機により測定
して得た一次元データ配列を、ウェーブレット変換して高周波数成分から低周波数成分に
至る複数の周波数成分に分離する多重解像度解析を行い、更に、ここで得た最低周波数成
分を間引きした一次元データ配列を作り、この一次元データ配列に対して更にウェーブレ
ット変換を行って、高周波数成分から低周波数成分に至る複数の周波数成分に分離する多
重解像度解析を行い、得た各周波数成分に対して、算術平均粗さＲａ（ＷＲａ）、最大高
さＲｍａｘ（ＷＲｍａｘ）、十点平均粗さＲｚ（ＷＲｚ）を求めた結果を表１に示す。
【０１１４】
【表１】

【０１１５】
　先の図１３の断面曲線について、本発明の多重解像度解析結果から求めた算術平均粗さ
（ＷＲａ）を各信号順にプロットして線で結ぶと、図１７のプロファイルを得る。ここで
、ＨＬＬ成分は算術上、突出した値になるため、この帯域の多重解像度解析結果から求め
た表面粗さを省略している。本発明ではこのプロファイルを表面粗さスペクトルまたは粗
さスペクトルと称する。尚、省略するＨＬＬの粗さ曲線を対象にウェーブレット変換した
ものがＬＨＨ成分かＬＬＬ成分になるため、ＨＬＬに関する情報がＬＨＨ成分かＬＬＬ成
分に反映されるため、ＨＬＬ成分を省略しても問題にはならない。
【０１１６】
　以下、図面を参照しつつ本発明の電子写真感光体について詳細に説明する。
　図１０は本発明の層構成を有する電子写真感光体の一例を模式的に示す断面図であり、
導電性支持体（２１）上に電荷発生層（２５）と電荷輸送層（２６）と下地表面層（２８
）が設けられている。
【０１１７】
　図１１は本発明の更に別の層構成を有する電子写真感光体の一例を模式的に示す断面図
であり、導電性支持体（２１）と電荷発生層（２５）の間に下引き層（２４）が設けられ
、電荷発生層（２５）の上に電荷輸送層（２６）と下地表面層（２８）が設けられている
。
【０１１８】
－導電性支持体－
　導電性支持体（２１）としては、体積抵抗１０１０Ω・ｃｍ以下の導電性を示すもの、
例えばアルミニウム、ニッケル、クロム、ニクロム、銅、銀、金、白金、鉄等の金属、酸
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化スズ、酸化インジウム等の酸化物を、蒸着またはスパッタリングによりフィルム状また
は円筒状のプラスチック、紙等に被覆したもの、あるいはアルミニウム、アルミニウム合
金、ニッケル、ステンレス等の板、及び、それらを、Ｄｒａｗｉｎｇ　Ｉｒｏｎｉｎｇ法
、Ｉｍｐａｃｔ　Ｉｒｏｎｉｎｇ法、Ｅｘｔｒｕｄｅｄ　Ｉｒｏｎｉｎｇ法、Ｅｘｔｒｕ
ｄｅｄ　Ｄｒａｗｉｎｇ法、切削法等の工法により素管化後、切削、超仕上げ、研磨等に
より表面処理した管等を使用することができる。
【０１１９】
－下引き層（２４）－
　本発明に用いられる電子写真感光体には、導電性支持体と感光層（前記電荷発生層２５
と前記電荷輸送層２６とが積層したもの）との間に下引き層（２４）を設けることができ
る。下引き層は、接着性の向上、モアレの防止、上層の塗工性の改良、導電性支持体から
の電荷注入の防止等の目的で設けられる。
【０１２０】
　下引き層は通常、樹脂を主成分とする。通常、下引き層の上に感光層を塗布するため、
下引き層に用いる樹脂は有機溶剤に難溶である熱硬化性樹脂が好ましい。特に、ポリウレ
タン、メラミン樹脂、アルキッド－メラミン樹脂は以上の目的を十分に満たすものが多く
、特に好ましい材料である。樹脂はテトラヒドロフラン、シクロヘキサノン、ジオキサン
、ジクロロエタン、ブタノン等の溶媒を用いて適度に希釈したものを塗料とすることがで
きる。
【０１２１】
　また、下引き層には、伝導度の調節やモアレを防止するために、金属、または金属酸化
物等の微粒子を加えてもよく、特に酸化チタンが好ましく用いられる。
【０１２２】
　微粒子はテトラヒドロフラン、シクロヘキサノン、ジオキサン、ジクロロエタン、ブタ
ノン等の溶媒を用いてボールミル、アトライター、サンドミル等により分散し、分散液と
樹脂成分を混合した塗料とする。
【０１２３】
　下引き層は以上の塗料を浸漬塗工法、スプレーコート法、ビードコート法等で導電性支
持体上に成膜する。必要な場合、加熱硬化することで形成される。
【０１２４】
　下引き層の膜厚は２～５μｍ程度が適当になるケースが多い。電子写真感光体の残留電
位の蓄積が大きくなる場合、３μｍ未満にするとよい。
【０１２５】
　本発明における感光層は、電荷発生層と電荷輸送層を順次積層させた積層型感光層が好
適である。ただし、本発明における感光層は、電荷発生能と電荷輸送能とを兼ね備えた単
層型感光層であってもよい。
【０１２６】
－電荷発生層（２５）－
　積層型電子写真感光体における各層のうち、電荷発生層（２５）について説明する。
　電荷発生層は、積層型感光層の一部を指し、露光によって電荷を発生する機能（電荷発
生能）をもつ。この層は含有される化合物のうち、電荷発生物質を主成分とする。電荷発
生層は必要に応じてバインダー樹脂を用いることもある。電荷発生物質としては、無機系
材料と有機系材料を用いることができる。
【０１２７】
　無機系材料としては、結晶セレン、アモルファス・セレン、セレン－テルル、セレン－
テルル－ハロゲン、セレン－ヒ素化合物や、アモルファスシリコン等が挙げられる。アモ
ルファスシリコンにおいては、ダングリングボンドを水素原子またはハロゲン原子でター
ミネートしたものや、ホウ素原子、リン原子等をドープしたものが好ましく用いられる。
【０１２８】
　一方、有機系材料としては、公知の材料を用いることができ、例えば、チタニルフタロ
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シアニン、クロロガリウムフタロシアニン等の金属フタロシアニン、無金属フタロシアニ
ン、アズレニウム塩顔料、スクエアリック酸メチン顔料、カルバゾール骨格を有する対称
型もしくは非対称型のアゾ顔料、トリフェニルアミン骨格を有する対称型もしくは非対称
型のアゾ顔料、フルオレノン骨格を有する対称型もしくは非対称型のアゾ顔料、ペリレン
系顔料等が挙げられる。このうち、金属フタロシアニン、フルオレノン骨格を有する対称
型もしくは非対称型のアゾ顔料、トリフェニルアミン骨格を有する対称型もしくは非対称
型のアゾ顔料及びペリレン系顔料は電荷発生の量子効率が軒並み高く、本発明に用いる材
料として好適である。これらの電荷発生物質は、単独でも二種以上の混合物として用いて
もよい。
【０１２９】
　電荷発生層に必要に応じて用いられるバインダー樹脂としては、ポリアミド、ポリウレ
タン、エポキシ樹脂、ポリケトン、ポリカーボネート、ポリアリレート、シリコーン樹脂
、アクリル樹脂、ポリビニルブチラール、ポリビニルホルマール、ポリビニルケトン、ポ
リスチレン、ポリ－Ｎ－ビニルカルバゾール、ポリアクリルアミド等が挙げられる。また
、後述する高分子電荷輸送物質を用いることもできる。このうちポリビニルブチラールが
使用されることが多く、有用である。これらのバインダー樹脂は、単独でも二種以上の混
合物として用いてもよい。
【０１３０】
　電荷発生層を形成する方法としては、大きく分けて真空薄膜作製法と溶液分散系からの
キャスティング法がある。
【０１３１】
　前者の方法には、真空蒸着法、グロー放電分解法、イオンプレーティング法、スパッタ
リング法、反応性スパッタリング法、ＣＶＤ（化学気相成長）法等があり、上述した無機
系材料や有機系材料からなる層が良好に形成できる。
【０１３２】
　また、キャスティング法によって電荷発生層を設けるには、上述した無機系または有機
系電荷発生物質を、必要ならばバインダー樹脂と共にテトラヒドロフラン、シクロヘキサ
ノン、ジオキサン、ジクロロエタン、ブタノン等の溶媒を用いてボールミル、アトライタ
ー、サンドミル等により分散し、分散液を適度に希釈して塗布すればよい。このうちの溶
媒として、メチルエチルケトン、テトラヒドロフラン、シクロヘキサノンは、クロロベン
ゼンやジクロロメタン、トルエン及びキシレンと比較して環境負荷の程度が低いため好ま
しい。塗布は、浸漬塗工法、スプレーコート法、ビードコート法等により行うことができ
る。
【０１３３】
　以上のようにして設けられる電荷発生層の膜厚は通常、０．０１～５μｍ程度が適当で
ある。
　残留電位の低減や高感度化が必要となる場合、電荷発生層は厚膜化するとこれらの特性
が改良されることが多い。反面、帯電電荷の保持性や空間電荷の形成等帯電性の劣化を来
すことも多い。これらのバランスから電荷発生層の膜厚は０．０５～２μｍの範囲がより
好ましい。
【０１３４】
　また、必要により、電荷発生層中に従来において周知慣用の酸化防止剤、可塑剤、滑剤
、紫外線吸収剤等の低分子化合物及びレベリング剤を添加することもできる。これらの化
合物は単独または二種以上の混合物として用いることができる。低分子化合物及びレベリ
ング剤を併用すると感度劣化を来すケースが多い。このため、これらの使用量は概して、
０．１～２０ｐｈｒ、好ましくは、０．１～１０ｐｈｒ、レベリング剤の使用量は、０．
００１～０．１ｐｈｒ程度が適当である。
【０１３５】
－電荷輸送層（２６）－
　電荷輸送層は電荷発生層で生成した電荷を注入、輸送し、帯電によって設けられた電子
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写真感光体の表面電荷を中和する機能（電荷輸送能）を担う積層型感光層の一部を指す。
電荷輸送層の主成分は電荷輸送成分とこれを結着するバインダー成分ということができる
。
【０１３６】
　電荷輸送物質に用いることのできる材料としては、低分子型の電子輸送物質、正孔輸送
物質及び高分子電荷輸送物質が挙げられる。
【０１３７】
　電子輸送物質としては、例えば非対称ジフェノキノン誘導体、フルオレン誘導体、ナフ
タルイミド誘導体等の電子受容性物質が挙げられる。これらの電子輸送物質は、単独でも
二種以上の混合物として用いてもよい。
【０１３８】
　正孔輸送物質としては、電子供与性物質が好ましく用いられる。その例としては、オキ
サゾール誘導体、オキサジアゾール誘導体、イミダゾール誘導体、トリフェニルアミン誘
導体、ブタジエン誘導体、９－（ｐ－ジエチルアミノスチリルアントラセン）、１，１－
ビス－（４－ジベンジルアミノフェニル）プロパン、スチリルアントラセン、スチリルピ
ラゾリン、フェニルヒドラゾン類、α－フェニルスチルベン誘導体、チアゾール誘導体、
トリアゾール誘導体、フェナジン誘導体、アクリジン誘導体、ベンゾフラン誘導体、ベン
ズイミダゾール誘導体、チオフェン誘導体等が挙げられる。これらの正孔輸送物質は、単
独でも二種以上の混合物として用いてもよい。
【０１３９】
　また、以下に表される高分子電荷輸送物質を用いることができる。例えば、ポリ－Ｎ－
ビニルカルバゾール等のカルバゾ－ル環を有する重合体、特開昭５７－７８４０２号公報
等に例示されるヒドラゾン構造を有する重合体、特開昭６３－２８５５５２号公報等に例
示されるポリシリレン重合体、特開２００１－３３０９７３号公報の一般式（１）～一般
式（６）に例示される芳香族ポリカーボネートが挙げられる。これらの高分子電荷輸送物
質は、単独または二種以上の混合物として用いることができる。特に特開２００１－３３
０９７３号公報の例示化合物は静電特性面の性能が良好であり有用である。
【０１４０】
　高分子電荷輸送物質は下地表面層を積層する際、低分子型の電荷輸送物質と比べて、下
地表面層へ電荷輸送層を構成する成分の滲みだしが少なく、下地表面層の硬化不良を防止
するのに適当な材料である。また、電荷輸送物質の高分子量化により耐熱性にも優れる性
状から下地表面層を成膜する際の硬化熱による劣化が少なく有利である。
【０１４１】
　電荷輸送層のバインダー成分として用いることのできる高分子化合物としては、例えば
、ポリスチレン、ポリエステル、ポリビニル、ポリアリレート、ポリカーボネート、アク
リル樹脂、シリコーン樹脂、フッ素樹脂、エポキシ樹脂、メラミン樹脂、ウレタン樹脂、
フェノール樹脂、アルキド樹脂等の熱可塑性または熱硬化性樹脂が挙げられる。このうち
、ポリスチレン、ポリエステル、ポリアリレート、ポリカーボネートは電荷輸送成分のバ
インダー成分として用いる場合、電荷移動特性が良好な性能を示すものが多く、有用であ
る。また、電荷輸送層はこの上層に下地表面層が積層されるため、電荷輸送層は従来型の
電荷輸送層に対する機械強度の必要性が要求されない。このため、ポリスチレン等、透明
性が高いものの機械強度が多少低い材料で従来技術では適用が難しいとされた材料も、電
荷輸送層のバインダー成分として有効に利用することができる。
【０１４２】
　これらの高分子化合物は単独または二種以上の混合物として、あるいはそれらの原料モ
ノマー二種以上からなる共重合体として、更には、電荷輸送物質と共重合化して用いるこ
とができる。
【０１４３】
　電荷輸送層の改質に際して電気的に不活性な高分子化合物を用いる場合にはフルオレン
等の嵩高い骨格をもつカルドポリマー型のポリエステル、ポリエチレンテレフタレートや
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ポリエチレンナフタレート等のポリエステル、Ｃ型ポリカーボネートのようなビスフェノ
ール型のポリカーボネートに対してフェノール成分の３，３’部位がアルキル置換された
ポリカーボネート、ビスフェノールＡのジェミナルメチル基が炭素数２以上の長鎖のアル
キル基で置換されたポリカーボネート、ビフェニルまたはビフェニルエーテル骨格をもつ
ポリカーボネート、ポリカプロラクトン、ポリカプロラクトンの様な長鎖アルキル骨格を
有するポリカーボネート（例えば、特開平７－２９２０９５号公報に記載）やアクリル樹
脂、ポリスチレン、水素化ブタジエンが有効である。
【０１４４】
　ここで電気的に不活性な高分子化合物とは、トリアリールアミン構造のような光導電性
を示す化学構造を含まない高分子化合物を指す。これらの樹脂を添加剤としてバインダー
樹脂と併用する場合、光減衰感度の制約から、その添加量は、電荷輸送層の全固形分に対
して５０ｗｔ％以下とすることが好ましい。
【０１４５】
　低分子型の電荷輸送物質を用いる場合、その使用量は４０～２００ｐｈｒ、好ましくは
７０～１００ｐｈｒ程度が適当である。また、高分子電荷輸送物質を用いる場合、電荷輸
送成分１００重量部に対して樹脂成分が０～２００重量部、好ましくは８０～１５０重量
部程度の割合で共重合された材料が好ましく用いられる。
【０１４６】
　また電荷輸送層に二種以上の電荷輸送物質を含有させる場合、これらのイオン化ポテン
シャル差は小さい方が好ましく、具体的にはイオン化ポテンシャル差を０．１０ｅＶ以下
とすることにより、一方の電荷輸送物質が他方の電荷輸送物質の電荷トラップとなること
を防止することができる。
　このイオン化ポテンシャルの関係は電荷輸送層に含有する電荷輸送物質と後述する硬化
性電荷輸送物質との関係についても同様にこれらの差は０．１０ｅＶにするとよい。なお
、本発明における電荷輸送物質のイオン化ポテンシャル値は理研計器社製大気雰囲気型紫
外線光電子分析装置ＡＣ－１により一般的な方法で計測して得られた数値である。
【０１４７】
　高感度化を満足させるには電荷輸送成分の配合量を７０ｐｈｒ以上とすることが好まし
い。また、電荷輸送物質としてα－フェニルスチルベン化合物、ベンジジン化合物、ブタ
ジエン化合物の単量体、二量体及びこれらの構造を主鎖または側鎖に有する高分子電荷輸
送物質は電荷移動度の高い材料が多く有用である。
【０１４８】
　電荷輸送層塗料を調製する際に使用できる分散溶媒としては、例えば、メチルエチルケ
トン、アセトン、メチルイソブチルケトン、シクロヘキサノン等のケトン類、ジオキサン
、テトラヒドロフラン、エチルセロソルブ等のエーテル類、トルエン、キシレン等の芳香
族類、クロロベンゼン、ジクロロメタン等のハロゲン類、酢酸エチル、酢酸ブチル等のエ
ステル類等を挙げることができる。このうち、メチルエチルケトン、テトラヒドロフラン
、シクロヘキサノンは、クロロベンゼンやジクロロメタン、トルエン及びキシレンと比較
して環境負荷の程度が低いため好ましい。これらの溶媒は単独としてまたは混合して用い
ることができる。
【０１４９】
　電荷輸送層は電荷輸送成分とバインダー成分を主成分とする混合物ないし共重合体を適
当な溶剤に溶解ないし分散し、これを塗布、乾燥することにより形成できる。塗工方法と
しては浸漬法、スプレー塗工法、リングコート法、ロールコータ法、グラビア塗工法、ノ
ズルコート法、スクリーン印刷法等が採用される。
【０１５０】
　電荷輸送層の上層には、下地表面層が積層されているため、この構成における電荷輸送
層の膜厚は、実使用上の膜削れを考慮した電荷輸送層の厚膜化の設計が不要である。電荷
輸送層の膜厚は、実用上、必要とされる感度と帯電能を確保する都合、１０～４０μｍ程
度が適当であり、より好ましくは１５～３０μｍ程度が適当である。
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【０１５１】
　また、必要により、電荷輸送層中に従来において周知慣用の酸化防止剤、可塑剤、滑剤
、紫外線吸収剤等の低分子化合物及びレベリング剤を添加することもできる。これらの化
合物は単独または二種以上の混合物として用いることができる。低分子化合物及びレベリ
ング剤を併用すると感度劣化を来すケースが多い。このため、これらの使用量は概して、
０．１～２０ｐｈｒ、好ましくは、０．１～１０ｐｈｒ、レベリング剤の使用量は、０．
００１～０．１ｐｈｒ程度が適当である。
【０１５２】
－下地表面層（２８）－
　下地表面層は電子写真感光体表面に製膜される保護層を指す。この保護層は樹脂（モノ
マー）成分を含有する塗料がコーティングされた後、重縮合反応によって架橋構造の樹脂
が製膜される。樹脂膜が架橋構造をもつため電子写真感光体各層のなかで最も耐摩耗性が
強靱である。また、架橋の電荷輸送性の構造単位が含まれるため電荷輸送層と類似の電荷
輸送性を示す。
【０１５３】
（粗面化）
　本発明では電子写真感光体表面の粗さスペクトルが少なくとも、ＬＬＬからＬＨＬの帯
域に屈曲点をもたず、かつ、ＬＨＬからＨＭＨの帯域に屈曲点を有し、かつ、ＷＲａ（Ｌ
ＬＨ）が０．０４μｍ未満であり、かつ、ＷＲａ（ＨＬＨ）が０．００５μｍ未満である
ことが重要である。このための電子写真感光体表面の特別な粗面化が必要となる。この具
体的な方策として、表面形状の制御が期待される試薬類の添加として、下地表面層へのフ
ィラーの配合、ゾル－ゲル系塗料の配合や種々ガラス転移点の異なる樹脂のポリマーブレ
ンド、有機微粒子の添加、発泡剤の添加、シリコーンオイルの大量添加が挙げられる。ま
た、表面層の製膜条件の制御として、塗料中に多量の水分を加えたり、種々沸点の異なる
液体試薬を添加したりする手段が挙げられる。また、下地表面層用塗料をコーティングし
た直後の未硬化のウェット膜に対して、有機溶剤や水を散布する手段も考えられる。他に
、架橋型樹脂膜を硬化した後、追加工として、サンドブラスト処理やラッピングフィルム
等の研磨紙で表面研磨する手段も考えられる。
【０１５４】
　架橋型樹脂表面層は電荷輸送性構造を有しない３官能以上のラジカル重合性モノマーの
バインダー成分を硬化することにより形成され、この架橋型樹脂膜は感光体の感度特性と
高耐久性のバランスと上記のリサイクルが容易であるため良好である。
【０１５５】
　３官能以上のバインダー成分はカプロラクトン変性ジペンタエリスリトールヘキサアク
リレートないしジペンタエリスリトールヘキサアクリレートを含有させるとよい。これに
より架橋膜自体の耐摩耗性が向上したり、強靱性が増大したりすることが多い。
【０１５６】
　電荷輸送性構造を有しない３官能以上のラジカル重合性モノマーはトリメチロールプロ
パントリアクリレート、カプロラクトン変性ジペンタエリスリトールヘキサアクリレート
、ジペンタエリスリトールヘキサアクリレートが好ましい。
　これらは東京化成社等の試薬メーカー、日本化薬社ＫＡＹＡＲＤ　ＤＰＣＡシリーズ、
同ＤＰＨＡシリーズ等を入手することができる。
　また、硬化を促進させたり、安定化させたりするためにチバ・スペシャリティ・ケミカ
ルズ社イルガキュア１８４等の開始剤を全固形分に対して５～１０ｗｔ％程度加えてもよ
い。
　架橋性の電荷輸送材料としては、アクリロイルオキシ基やスチレン基を有する連鎖重合
系の化合物、水酸基やアルコキシシリル基、イソシアネート基を有する逐次重合系の化合
物が挙げられ、電荷輸送構造を含み（メタ）アクリロイルオキシ基を一つ以上有する化合
物が利用できる。また、電荷輸送構造を含まない（メタ）アクリロイルオキシ基を１つ以
上有するモノマーやオリゴマーと併用した組成の構成にしても良い。少なくとも塗工液中
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にこのような化合物を含有させて表面層を形成し、熱、光、或いは電子線、γ線等の放射
線によるエネルギーを与えて架橋し硬化させることで下地表面層を形成できる。架橋性の
電荷輸送材料としては、例えば、以下の一般式１にある電荷輸送性化合物が挙げられる。
【０１５７】
【化１】

【０１５８】
（一般式１中、ｄ、ｅ、ｆはそれぞれ０または１の整数、ｇ、ｈはそれぞれ０～３の整数
を表す。Ｒ１３は水素原子またはメチル基を表し、Ｒ１４、Ｒ１５はそれぞれ炭素数１～
６のアルキル基を表し、複数の場合は異なってもよい。Ｚは単結合、メチレン基、エチレ
ン基、または下記式（２）～（４）に示す２価基のいずれかを表す。）
【０１５９】

【化２】

【０１６０】

【化３】

【０１６１】
【化４】

【０１６２】
　具体的な化合物として以下に示す構造式Ｎｏ．１乃至Ｎｏ．２６のものが挙げられる。
【０１６３】
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【０１６４】
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【化６】

【０１６５】
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【化７】

【０１６６】
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　下地表面層の耐摩耗性を高めるために硬度の高いフィラーを含有することができる。代
表的なフィラーとしてシリカ、アルミナ、セリアなどを挙げられる。特に比較的低コスト
で高い表面硬度が付与できるものとして気相重合により得られる六方稠密構造のα－アル
ミナが良い。このフィラーは略球形で感光体表面を棘状にさせないため感光体と摺動する
部材に与えるダメージを低減できる。フィラーの含有量は下地表面層の全固形分重量に対
して１ｗｔ％から３０ｗｔ％が適当である。
　フィラーを含有すると露光部電位が上昇することがあるがこれに対し酸化スズを混合す
ると露光部電位の上昇が解消されるため有効である。α－アルミナと比較して酸化スズは
硬度が小さいため、上記のフィラーを酸化スズに変えていくと機械的強度の低下が認めら
れる。これから、酸化スズの混合比率は混合フィラーの全重量に対して５ｗｔ％から５０
ｗｔ％が機械的強度と露光部電位の両立に有利な条件となる。
【０１６７】
　下地表面層塗料を調製する際に使用する分散溶媒はモノマーを十分に溶解するものが好
ましく、上述のエーテル類、芳香族類、ハロゲン類、エステル類の他、エトキシエタノー
ルのようなセロソルブ類、１－メトキシ－２－プロパノールのようなプロピレングリコー
ル類を挙げることができる。このうち、メチルエチルケトン、テトラヒドロフラン、シク
ロヘキサノン、１－メトキシ－２－プロパノールは、クロロベンゼンやジクロロメタン、
トルエン及びキシレンと比較して環境負荷の程度が低いため好ましい。これらの溶媒は単
独としてまたは混合して用いることができる。
【０１６８】
　下地表面層塗料のコーティングとして、浸漬法、スプレー塗工法、リングコート法、ロ
ールコータ法、グラビア塗工法、ノズルコート法、スクリーン印刷法等が挙げられる。多
くの場合、塗料はポットライフが長くないため、少量の塗料で必要な分量のコーティング
ができる手段が環境への配慮とコスト面で有利となる。このうちスプレー塗工法とリング
コート法が好適である。更に本発明の特別な形状を付与するためにインクジェット方式を
用いると良い。
【０１６９】
　下地表面層を製膜する際、主に紫外光に発光波長をもつ高圧水銀灯やメタルハライドラ
ンプ等のＵＶ照射光源が利用できる。また、ラジカル重合性含有物や光重合開始剤の吸収
波長に合わせ可視光光源の選択も可能である。照射光量は５０ｍＷ／ｃｍ２以上、１００
０ｍＷ／ｃｍ２以下が好ましく、５０ｍＷ／ｃｍ２未満では硬化反応に時間を要する。１
０００ｍＷ／ｃｍ２より強いと反応の進行が不均一となり、架橋型電荷輸送層表面に局部
的な皺が発生したり、多数の未反応残基、反応停止末端が生じたりする。また、急激な架
橋により内部応力が大きくなり、クラックや膜剥がれの原因となる。
【０１７０】
　必要により、下地表面層中に従来において周知慣用の酸化防止剤、可塑剤、滑剤、紫外
線吸収剤等の低分子化合物及びレベリング剤、また電荷輸送層で記載した高分子化合物を
添加することもできる。これらの化合物は単独または二種以上の混合物として用いること
ができる。低分子化合物及びレベリング剤を併用すると感度劣化を来すケースが多い。こ
のため、これらの使用量は概して塗料総固形分中の０．１～２０ｗｔ％、好ましくは０．
１～１０ｗｔ％、レベリング剤の使用量は０．１～５ｗｔ％程度が適当である。
【０１７１】
　下地表面層の膜厚は３～１５μｍ程度が適当である。下限は製膜コストに対する効果度
合いから算定される値であり、上限は帯電安定性や光減衰感度等の静電特性と膜質の均質
性から設定される。
【０１７２】
（画像形成装置の形態）
　以下、図面に沿って本発明で用いられる画像形成装置を説明する。本発明の画像形成装
置には後述する循環材を電子写真感光体表面に入力する手段が取り付けられる。簡単のた
め、この手段は画像形成装置の説明の後に別に説明する。
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【０１７３】
　図１は、本発明の画像形成装置を説明するための概略図であり、後述するような変形例
も本発明の範疇に属するものである。
【０１７４】
　図１において、電子写真感光体（１１）は、下地表面層を積層する電子写真感光体であ
る。電子写真感光体（１１）はドラム状の形状を示しているが、シート状、エンドレスベ
ルト状のものであってもよい。
【０１７５】
　帯電装置（１２）は、電子写真感光体（１１）の表面を一様に帯電させる手段であり、
コロトロン、スコロトロン、固体帯電器（ソリッド・ステート・チャージャー）、帯電ロ
ーラをはじめとする公知の手段が用いられる。帯電装置は、消費電力の低減の観点から、
電子写真感光体に対し接触もしくは近接配置したものが良好に用いられる。なかでも、帯
電装置への汚染を防止するため、電子写真感光体と帯電装置表面の間に適度な空隙を有す
る電子写真感光体近傍に近接配置された帯電機構が望ましい。転写装置（１６）には、一
般に上記の帯電器を使用できるが、転写チャージャーと分離チャージャーを併用したもの
が効果的である。
【０１７６】
　露光装置（１３）、また他の形態で示す除電装置（１Ａ）等に用いられる光源には、蛍
光灯、タングステンランプ、ハロゲンランプ、水銀灯、ナトリウム灯、発光ダイオード（
ＬＥＤ）、半導体レーザー（ＬＤ）、エレクトロルミネッセンス（ＥＬ）等の発光物全般
を挙げることができる。そして、所望の波長域の光のみを照射するために、シャープカッ
トフィルター、バンドパスフィルター、近赤外カットフィルター、ダイクロイックフィル
ター、干渉フィルター、色温度変換フィルター等の各種フィルターを用いることもできる
。
【０１７７】
　現像装置（１４）により電子写真感光体上に現像されたトナー（１５）は、印刷用紙や
ＯＨＰ用スライド等の印刷メディア（１８）に転写されるが、全部が転写されるわけでは
なく、電子写真感光体上に残存するトナーも生ずる。このようなトナーは、クリーニング
装置（１７）により、電子写真感光体より除去される。クリーニング装置は、ゴム製のク
リーニングブレードやファーブラシ、マグファーブラシ等のブラシ等を用いることができ
る。
【０１７８】
　電子写真感光体に帯電装置（１２）によって正（負）帯電を施し、露光装置（１３）に
よって画像露光を行うと、電子写真感光体表面上には正（負）の静電潜像が形成される。
これを現像装置（１４）によって負（正）極性のトナー（検電微粒子）で現像すれば、ポ
ジ画像が得られるし、また正（負）極性のトナーで現像すれば、ネガ画像が得られる。か
かる現像装置には、公知の方法が適用され、また、除電装置にも公知の方法が用いられる
。印刷メディア（１８）上に現像されたトナー画像は、電子写真感光体（１１）と転写装
置（１６）との対向位置から定着装置（１９）に搬送され、この定着装置（１９）により
印刷メディア（１８）に定着される。
【０１７９】
　循環材（３Ａ）及び循環材を塗布する塗布ブレード（３Ｃ）は電子写真感光体移動方向
に対して図に示される通りクリーニング装置（１７）と帯電装置（１２）の間に配置され
る。
　即ち、循環材（３Ａ）及び塗布ブレード（３Ｃ）は、電子写真感光体（１１）の移動方
向において、クリーニング装置（１７）の下流、且つ、帯電装置（１２）の上流に配置さ
れてなる。これらの配置関係については以下に示す他の実施の形態においても同様である
。
【０１８０】
　図２には、本発明による電子写真プロセスの別の例を示す。図２において、電子写真感
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光体（１１）は、下地表面層を積層する電子写真感光体である。電子写真感光体（１１）
はベルト状の形状を示しているが、ドラム状、シート状、エンドレスベルト状のものであ
ってもよい。電子写真感光体（１１）は駆動手段（１Ｃ）により駆動され、帯電装置（１
２）による帯電、露光装置（１３）による像露光、現像（図示せず）、転写装置（１６）
による転写、クリーニング前露光装置（１Ｂ）によるクリーニング前露光、クリーニング
装置（１７）によるクリーニング、除電装置（１Ａ）による除電が繰返し行われる。循環
材（３Ａ）及び循環材を塗布する塗布ブレード（３Ｃ）は電子写真感光体移動方向に対し
て図に示される通りクリーニング装置（１７）と帯電装置（１２）の間に配置される。
　図２においては、電子写真感光体（この場合は支持体が透光性である）の支持体側より
クリーニング前露光の光照射が行われる。
【０１８１】
　以上の電子写真プロセスは、本発明における実施形態を例示するものであって、もちろ
ん他の実施形態も可能である。例えば、図２において支持体側よりクリーニング前露光を
行っているが、これは感光層側から行ってもよいし、また、像露光、除電光の照射を支持
体側から行ってもよい。一方、光照射工程は、像露光、クリーニング前露光、除電露光が
図示されているが、他に転写前露光、像露光のプレ露光、及びその他公知の光照射工程を
設けて、電子写真感光体に光照射を行うこともできる。
【０１８２】
　また、以上に示すような画像形成手段は、複写機、ファクシミリ、プリンター内に固定
して組み込まれていてもよいが、プロセスカートリッジの形でそれら装置内に組み込まれ
てもよい。プロセスカートリッジの形状は多く挙げられるが、一般的な例として、図３に
示すものが挙げられる。電子写真感光体（１１）はドラム状の形状を示しているが、シー
ト状、エンドレスベルト状のものであってもよい。
【０１８３】
　図４には本発明による画像形成装置の別の例を示す。この画像形成装置では、電子写真
感光体（１１）の周囲に帯電装置（１２）、露光装置（１３）、ブラック（Ｂｋ）、シア
ン（Ｃ）、マゼンタ（Ｍ）、及びイエロー（Ｙ）の色ごとの現像装置（１４Ｂｋ、１４Ｃ
、１４Ｍ、１４Ｙ）、中間転写体である中間転写ベルト（１Ｆ）、クリーニング装置（１
７）が順に配置されている。ここで、図４中に示す（Ｂｋ、Ｃ、Ｍ、Ｙ）の添字は上記の
トナーの色に対応し、必要に応じて添字を付けたり適宜省略する。電子写真感光体（１１
）は、下地表面層を積層する電子写真感光体である。各色の現像装置（１４Ｂｋ、１４Ｃ
、１４Ｍ、１４Ｙ）は各々独立に制御可能となっており、画像形成を行う色の現像装置の
みが駆動される。電子写真感光体（１１）上に形成されたトナー像は中間転写ベルト（１
Ｆ）の内側に配置された第１の転写装置（１Ｄ）により、中間転写ベルト（１Ｆ）上に転
写される。第１の転写装置（１Ｄ）は電子写真感光体（１１）に対して接離可能に配置さ
れており、転写動作時のみ中間転写ベルト（１Ｆ）を電子写真感光体（１１）に当接させ
る。各色の画像形成を順次行い、中間転写ベルト（１Ｆ）上で重ね合わされたトナー像は
第２の転写装置（１Ｅ）により、印刷メディア（１８）に一括転写された後、定着装置（
１９）により定着されて画像が形成される。第２の転写装置（１Ｅ）も中間転写ベルト（
１Ｆ）に対して接離可能に配置され、転写動作時のみ中間転写ベルト（１Ｆ）に当接する
。
【０１８４】
　転写ドラム方式の画像形成装置では、転写ドラムに静電吸着させた印刷メディアに各色
のトナー像を順次転写するため、厚紙にはプリントできないという印刷メディアの制限が
あるのに対し、図４に示すような中間転写方式の画像形成装置では中間転写体（１Ｆ）上
で各色のトナー像を重ね合わせるため、印刷メディアの制限を受けないという特長がある
。このような中間転写方式は図４に示す装置に限らず前述の図１、図２、図３及び後述す
る図５（具体例を図６に記す。）に記すような画像形成装置に適用することができる。
【０１８５】
　循環材（３Ａ）及び循環材を塗布する塗布ブレード（３Ｃ）は電子写真感光体移動方向
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に対して図に示される通りクリーニング装置（１１）と帯電装置（１２）の間に配置され
る。
【０１８６】
　図５には本発明による画像形成装置の別の例を示す。この画像形成装置は、トナーとし
てイエロー（Ｙ）、マゼンタ（Ｍ）、シアン（Ｃ）、ブラック（Ｂｋ）の４色を用いるタ
イプとされ、色ごとに画像形成部が配設されている。また、各色の電子写真感光体（１１
Ｙ、１１Ｍ、１１Ｃ、１１Ｂｋ）が設けられている。この画像形成装置に用いられる電子
写真感光体１１は、下地表面層を積層する電子写真感光体である。各電子写真感光体（１
１Ｙ、１１Ｍ、１１Ｃ、１１Ｂｋ）の周りには、帯電装置（１２）、露光装置（１３）、
現像装置（１４）、クリーニング装置（１７）等が配設されている。また、直線上に配設
された各電子写真感光体（１１Ｙ、１１Ｍ、１１Ｃ、１１Ｂｋ）の各転写位置に接離する
転写材担持体としての搬送転写ベルト（１Ｇ）が駆動手段（１Ｃ）にて掛け渡されている
。この搬送転写ベルト（１Ｇ）を挟んで各電子写真感光体（１１Ｙ、１１Ｍ、１１Ｃ、１
１Ｂｋ）に対向する転写位置には転写装置（１６）が配設されている。循環材（３Ａ）及
び循環材を塗布する塗布ブレード（３Ｃ）は電子写真感光体移動方向に対してクリーニン
グ装置（１１）と帯電装置（１２）の間に配置される（図示せず）。
【０１８７】
　図５の形態のようなタンデム方式の画像形成装置は、色ごとに電子写真感光体（１１Ｙ
、１１Ｍ、１１Ｃ、１１Ｂｋ）をもち、各色のトナー像を搬送転写ベルト（１Ｇ）に保持
された印刷メディア（１８）に順次転写するため、電子写真感光体を一つしかもたないフ
ルカラー画像形成装置に比べ、はるかに高速のフルカラー画像の出力が可能となる。転写
材としての印刷メディア（１８）上に現像されたトナー画像は、電子写真感光体（１１Ｂ
ｋ）と転写装置（１６Ｂｋ）との対向位置から定着装置（１９）に搬送され、この定着装
置（１９）により印刷メディア（１８）に定着される。
【０１８８】
　なお、本発明は図５に示される実施の形態における構成に限らず、例えば図６に示され
るような実施の形態における構成であってもよい。
　即ち、図５に示される搬送転写ベルト（１Ｇ）を用いた直接転写方式にかえて、図６に
示される中間転写ベルト（１Ｆ）を用いる構成とすることができる。
　図６に示す例では、色ごとに電子写真感光体（１１Ｙ、１１Ｍ、１１Ｃ、１１Ｂｋ）を
もち、これらに形成された各色のトナー像を、ローラ（１Ｃ）により駆動張架されてなる
中間転写ベルト（１Ｆ）上に１次転写手段（１Ｄ）により順次転写して積層し、フルカラ
ー画像を形成する。次いで、中間転写ベルト（１Ｆ）はさらに駆動され、これに担持され
てなるフルカラー画像は、２次転写手段（１Ｅ）と２次転写手段（１Ｅ）に対向して配置
されてなるローラ（１Ｃ）との対向位置まで搬送される。そして、２次転写手段（１Ｅ）
により転写材（１８）に２次転写され、転写材上に所望の画像が形成される。
【０１８９】
（循環材供給）
　本発明では、図９に示すように循環材（３Ａ）を電子写真感光体表面に供給するための
循環材供給手段として、循環材塗布装置（３）を上記の画像形成装置の全てについて設け
ている。この循環材塗布装置（３）は、塗布部材としてのファーブラシ（３Ｂ）、循環材
（３Ａ）、循環材をファーブラシ方向に押圧するための加圧バネ（不図示）、及び循環材
（３Ａ）を規制あるいは均しめ塗布するための塗布ブレード（３Ｃ）を有している。この
ときの循環材（３Ａ）はバー状に成型された循環材である。ファーブラシ（３Ｂ）は電子
写真感光体表面にブラシ先端が当接しており、軸を中心に回転することによって循環材（
３Ａ）をいったんブラシに汲み上げ、電子写真感光体表面との当接位置までブラシ上に担
持搬送して電子写真感光体表面に塗布する。
【０１９０】
　また、経時で循環材（３Ａ）がファーブラシ（３Ｂ）に掻き削られて減少してもファー
ブラシ（３Ｂ）に接触しなくならないように、加圧バネ（不図示）によって所定の圧力で
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循環材（３Ａ）がファーブラシ（３Ｂ）側に押圧されている。これによって、微量の循環
材（３Ａ）でも常に均一にファーブラシ（３Ｂ）に汲み上げられる。
【０１９１】
　また、電子写真感光体表面に循環材をコーティングする循環材供給装置を設けてもよい
。この手段はクリーニングブレードのような板をトレーリング方式またはカウンター方式
で電子写真感光体に押し合てる手段がある。
【０１９２】
　循環材（３Ａ）は例えば、オレイン酸鉛、オレイン酸亜鉛、オレイン酸銅、ステアリン
酸亜鉛、ステアリン酸コバルト、ステアリン酸鉄、ステアリン酸銅、パルミチン酸亜鉛、
パルミチン酸銅、リノレン酸亜鉛等の脂肪酸金属塩類や、ポリテトラフルオロエチレン、
ポリクロロトリフルオロエチレン、ポリフッ化ビニリデン、ポリトリフルオロクロルエチ
レン、ジクロロジフルオロエチレン、テトラフルオロエチレン－エチレン共重合体、テト
ラフルオロエチレン－オキサフルオロプロピレン共重合体等のフッ素系樹脂が挙げられる
、特にラメラ構造をとる材料が循環効率が高く、更にステアリン酸亜鉛がコスト面で有利
である。
【実施例】
【０１９３】
　以下、本発明の実施例について説明するが、本発明は下記実施例に何ら限定されるもの
ではない。
【０１９４】
（実施例１）
＜画像形成装置の作製＞
－電子写真感光体の作製－
　肉厚１ｍｍ、長さ３５２ｍｍ、外径Φ４０ｍｍのアルミニウムドラムに、下記組成の下
引き層用塗料、電荷発生層用塗料、電荷輸送層用塗料を順次、塗布乾燥することにより、
３．５μｍの下引き層、０．２μｍの電荷発生層、２２μｍの電荷輸送層を形成した。そ
の上に下地表面層用塗料をスプレーで塗工した。スプレー塗工はスプレーガンにオリンポ
ス社　ＰＣ－ＷＩＤＥ３０８を使用し、２．５ｋｇｆ／ｃｍ２の霧化圧力でスプレーガン
のノズル先端と電子写真感光体間の距離が５０ｍｍとなる位置で行った。吐出量は約３ｃ
ｃだった。
　結果、３μｍから４μｍの下地表面層が形成された電子写真感光体を得た。
【０１９５】
　尚、下地表面層用塗料の調製は、予め５０ｍｌ用マヨネーズびん（ＵＭサンプル瓶）に
φ２ｍｍのニッカトー社ＹＴＺボール１００ｇを仕込み、平均一次粒径０．３μｍのα－
アルミナ１．２ｇと分散剤と溶媒（ＴＨＦ）との混物１０．８ｇを加え、１６００ｒｐｍ
の振動強度でイカ社バイブレーションシェーカーにて２時間分散して得られたミルベース
にビヒクルを加えて塗料を得た。特に断らない限り、後述する他の実施例及び比較例も同
様にして得た。
【０１９６】
〔下引き層用塗料〕
・アルキッド樹脂溶液　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１２質量部
　　（ベッコライト　Ｍ６４０１－５０，大日本インキ化学工業社製）
・メラミン樹脂溶液　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　８．０質量部
　　（スーパーベッカミン　Ｇ－８２１－６０，大日本インキ化学工業社製）
・酸化チタン（ＣＲ－ＥＬ　石原産業社製）　　　　　　　　　　　　　　　４０質量部
・メチルエチルケトン　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２００質量部
【０１９７】
〔電荷発生層用塗料〕
・下記構造のビスアゾ顔料（リコー社製）　　　　　　　　　　　　　　　５．０質量部
【０１９８】
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【０１９９】
・ポリビニルブチラール（ＸＹＨＬ、ＵＣＣ社製）　　　　　　　　　　　１．０質量部
・シクロヘキサノン　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２００質量部
・メチルエチルケトン　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　８０質量部
【０２００】
〔電荷輸送層用塗料〕
・Ｚ型ポリカーボネート（パンライトＴＳ－２０５０、帝人化成社製）　　　１０質量部
・下記構造の電荷輸送物質　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　７．０質量部
【０２０１】
【化９】

【０２０２】
・テトラヒドロフラン　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１００質量部
・１％シリコーンオイル（ＫＦ５０－１００ＣＳ、信越化学工業社製）
テトラヒドロフラン溶液　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１質量部
【０２０３】
〔下地表面層用塗料〕
・下記構造の架橋型電荷輸送物質　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４３質量部
【０２０４】
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【化１０】

【０２０５】
・トリメチロールプロパントリアクリレート　　　　　　　　　　　　　　　２１質量部
　　（ＫＡＹＡＲＡＤ　ＴＭＰＴＡ、日本化薬社製）
・カプロラクトン変性ジペンタエリスリトールヘキサアクリレート　　　　　２１質量部
　　（ＫＡＹＡＲＡＤ　ＤＰＣＡ－１２０、日本化薬社製）
・アクリル基含有ポリエステル変性ポリジメチルシロキサンと
プロポキシ変性－２－ネオペンチルグリコールジアクリレート混合物　　　０．１質量部
　　（ＢＹＫ－ＵＶ３５７０、ビックケミー社製）
・１－ヒドロキシシクロヘキシルフェニルケトン　　　　　　　　　　　　　　４質量部
　　（イルガキュア１８４、チバ・スペシャリティ・ケミカルズ社製）
・α－アルミナ
　　（スミコランダムＡＡ－０３、住友化学工業社製）　　　　　　　　　　１０質量部
・分散剤（ＥＤ－１５１、楠本化成社製）　　　　　　　　　　　　　　　１．０質量部
・テトラヒドロフラン　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５６６質量部
【０２０６】
―循環材―
　ステアリン酸亜鉛（日本油脂製、ジンクステアレートＧＦ２００）を蓋付きのガラス製
容器に入れ、１６０℃から２５０℃に温度制御したホットスターラーにより、攪拌しつつ
溶融した。
　予め１５０℃に加熱した内寸法１２ｍｍ×８ｍｍ×３５０ｍｍのアルミニウム製の金型
を満たすように、攪拌溶融した該保護剤を流し込み、木製の台の上で４０℃まで放冷後、
固形物を型から外し、反り防止のため重りを乗せ室温まで冷却した。
　冷却後、長手方向の両端を切断し、底面を切削して６ｍｍ×６ｍｍ×３２２ｍｍの角柱
形状の保護剤バーを作成した。
　保護剤バーの底面に両面テープを貼り付け金属製支持体に固定した。
【０２０７】
－循環材塗布装置－
　循環材塗布装置は循環材を電子写真感光体に供給する手段と電子写真感光体に供給され
た循環材をコーティングする手段を併せて画像形成装置に取り付けた。
　循環材の供給手段は、支持体に保持されるように角柱状に成形した固形状のステアリン
酸亜鉛を所定の消費量となるようなバネ定数の加圧スプリングで塗布ブラシに加圧し、塗
布ブラシが回転することよりステアリン酸亜鉛を削って電子写真感光体上に削り粉を設け
る装置を取り付けた。加圧バネはバネ定数と循環材の消費量との関係から適当なものを選
んだ。ここでは循環材の消費率（感光体への塗布量に加えて、塗布ブラシからの飛散及び
落下による損失分などを含み、循環材の減少する量を意味する。）が１２５ｍｇ／ｋｍと
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なる条件として、ばね定数が０．０３９Ｎ／ｍｍの引張ばねを使用した。支持体の両サイ
ドに一点支持の可動式のフィンを取り付け、これに引張ばねをまわすことで、ばねの引っ
張り応力によって塗布ブラシと循環材との接触圧を調整した。
　塗布ブラシは金属シャフトにファーブラシを貼り合わせた純正品をそのまま用いた。こ
の塗布ブラシは電子写真感光体面移動方向に対してカウンター方向に回転するようにした
。
　塗布ブレードは鋼板のブレードホルダーに前記電子写真感光体に：１９°で当接する方
向に支持されたポリウレタンゴム（ＳｈｏｒｅＡ硬さ；８４、反発弾性；５２％、厚さ；
１．３ｍｍ）を用いた。
【０２０８】
　前記電子写真感光体と前記循環材供給手段を、図８に示すレイアウトでｉｍａｇｉｏ　
ＭＰ　Ｃ４５００（リコー社製）のシアン現像ステーションに搭載し画像形成装置を得た
。前記循環材供給手段は、ｉｍａｇｉｏ　ＭＰ　Ｃ４５００専用の電子写真感光体カート
リッジ内に本来設置されている循環材塗布手段に取り替えて設置した。
　尚、予め循環材の塗布量（感光体への塗布量）を算出したところ、実施例１及び後述す
る実施例２～４、並びに比較例４、比較例７、比較例１０、比較例１３、比較例１６が７
５ｍｇ／ｋｍ、後述する比較例１、比較例３、および比較例１８～２３が１５ｍｇ／ｋｍ
、比較例６、比較例９、比較例１２、および比較例１５が４０ｍｇ／ｋｍ、比較例２およ
び比較例５が１１５ｍｇ／ｋｍ、比較例８、比較例１１、比較例１４、および比較例１７
が１４０ｍｇ／ｋｍだった。
【０２０９】
＜測定・評価＞
（１）電子写真感光体表面形状の測定
　電子写真感光体の表面形状の測定は、表面粗さ・輪郭形状測定機（東京精密社、Ｓｕｒ
ｆｃｏｍ　１４００Ｄ）を用い、ピックアップ：Ｅ－ＤＴ－Ｓ０２Ａを取り付け、測定長
さ；１２ｍｍ、総サンプリング点数；３０，７２０、測定速度；０．０６ｍｍ／ｓの条件
で行った。
　測定により取得した電子写真感光体の表面形状の一次元データ配列をウェーブレット変
換して、ＨＨＨからＨＬＬに至る６個の周波数成分に分離する多重解像度解析（ＭＲＡ－
１）を行った。更にここで得たＨＬＬの一次元データ配列に対してデータ配列数が１／４
０に減少するように間引きした一次元データ配列を作り、該間引きした一次元データ配列
に対して更にウェーブレット変換を行って、ＬＨＨからＬＬＬに至る６個の周波数成分に
分離する多重解像度解析（ＭＲＡ－２）を行った。そして、得られた合計１２個の各周波
数成分について算術平均粗さを計算した。
　前記表面形状の測定を一つの電子写真感光体につき７０ｍｍ間隔で４箇所行い、それぞ
れの箇所に対して前記各周波数成分についての算術平均粗さの計算を行った。
　なお、ウェーブレット変換にはＭＡＴＬＡＢ（Ｔｈｅ　ＭａｔｈＷｏｒｋｓ社製）のＷ
ａｖｅｌｅｔ　Ｔｏｏｌｂｏｘをそのまま利用した。上述の通り、本発明では２度に分け
てウェーブレット変換を行った。
　４箇所の各周波数成分の算術平均粗さの平均値を、測定結果の各周波数成分の算術平均
粗さ（ＷＲａ）とした。
　測定結果を表２に示す。また、表面粗さスペクトルを図１８に示す。
【０２１０】
（２）電子写真感光体表面の循環性試験
　全ベタパターンで１０００枚の連続プリント試験を行った後、電子写真感光体を画像形
成装置から取り出した。試験に於いて、電子写真感光体の帯電条件をＤＣバイアス成分を
－７６０Ｖ、ＡＣ成分はＶｐｐを２．６ｋＶ、ＡＣ帯電電流条件を１．５８ｍＡに設定し
、皮膜に与える帯電によるダメージを加速した。
　取り出した電子写真感光体の試験終了時における塗布ブレード下流かつ、現像部上流部
分の循環型表面層の皮膜欠陥と層厚をそれぞれＸＰＳ分析とＸＲＦ分析から求めた。ＸＰ
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Ｓ分析はＰＨＩ製
Ｑｕａｎｔｅｒａ ＳＸＭを用い、□１０ｍｍのエリアを任意１０点について分析を行っ
た。ＸＲＦ分析は、予め、ＩＣＰ－ＡＥＳ分析で得られる亜鉛分析値とＸＲＦ分析値との
検量線データを用意し、ＸＲＦ分析で得られる強度をＩＣＰ－ＡＥＳ分析値に対比して付
着量を求めた。付着量は皮膜欠陥が多い場合、見かけ上、層厚が薄くなり、皮膜部分の厚
みが推定できない。そこで、ＸＲＦから算出される質量膜厚をＸＰＳから算出される被覆
率で割った値を平均的な層厚として算出した。
　ＩＣＰ－ＡＥＳ分析は硫酸と硝酸で分解した検液に対して島津製作所製ＩＣＰＳ－７５
００を用いて分析した。ＸＲＦ分析はリガク社製ＺＳＸ－１００ｅを用い、□３４ｍｍの
サイズで電子写真感光体表面から剥離したフィルムを対象に分析を行った。
　更に、共焦点顕微鏡で電子写真感光体の上と同じ部分の表面を観察した。共焦点顕微鏡
はレーザーテック社製ＯＰＴＥＬＩＣＳ　Ｈ１２００を用い、１０倍、２０倍及び、１０
０倍の対物レンズに変えて画像データを収集した。このうち、１０倍の対物レンズによっ
て得られる□１．７７６ｍｍの観察で識別される電子写真感光体表面の異物（フィルミン
グ）の面積比率を画像解析ソフトｉｍａｇｅ　Ｊ（アメリカ国立衛生研究所製）のＡｎａ
ｌｙｚｅ　Ｐａｒｔｉｃｌｅｓコマンドで算出した。
　測定結果を表３に示す。
【０２１１】
（３）　画像評価
　（１）と（２）に供する画像形成装置とは別に、これと同じ構成の画像形成装置をもう
１機用意し、プリント試験を行った。プリント試験は、コピー用紙の通紙方向に対して平
行となる幅３４ｍｍ、長さ２１０ｍｍの帯と幅３４ｍｍ長さ１０５ｍｍの帯が並ぶパター
ン画像を連続１０万枚プリントした。試験はシアン現像ステーションで行った。
　１０万枚のプリント試験を行った後、画素密度が６００ｄｐｉ×６００ｄｐｉで８×８
のマトリクス中に４ドット×４ドットを描いたハーフトーンパターンと白紙パターンを交
互に連続５枚ずつ印刷し、白紙パターンの地肌汚れを目視により、以下の基準で評価した
。電子写真感光体の粗さスペクトルを図１８に示す。また、結果を表４に示す。
【０２１２】
〔基準〕
　　５；　極めて優れている
　　４；　優れている
　　３；　問題なし
　　２；　僅かにくすんだ感触を受けるが実際の使用では問題ない
　　１；　くすんだ感触を受ける
【０２１３】
（比較例１）
　実施例１の循環材の消費率が７５ｍｇ／ｋｍとなる条件として、ばね定数が０．０２３
Ｎ／ｍｍの引張ばねを使用した以外は実施例１と同様にして画像形成装置を得た。得られ
た画像形成装置について、実施例１と同様の評価を行った。評価結果を表２から表４に示
す。
【０２１４】
（比較例２）
　実施例１の循環材の消費率が１７５ｍｇ／ｋｍとなる条件として、ばね定数が０．０５
５Ｎ／ｍｍの引張ばねを使用した以外は実施例１と同様にして画像形成装置を得た。得ら
れた画像形成装置について、実施例１と同様の評価を行った。評価結果を表２から表４に
示す。
【０２１５】
（実施例２）
　実施例１の循環材で使用したステアリン酸亜鉛をオレイン酸亜鉛（関東化学社）に変え
た以外は実施例１と同様にして画像形成装置を得た。得られた画像形成装置について、実
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施例１と同様の評価を行った。電子写真感光体の粗さスペクトルを図１９に示す。評価結
果を表２から表４に示す。
【０２１６】
（実施例３）
　実施例１の電子写真感光体の下地表面層で用いた一次粒子径が０．３μｍのα－アルミ
ナを一次粒子径が０．５μｍのα－アルミナ（住友化学社製、ＡＡ－０５）に変え、循環
材の消費率が１２５ｍｇ／ｋｍとなる条件として、ばね定数が０．０３７Ｎ／ｍｍの引張
ばねを使用した以外は実施例１と同様にして画像形成装置を得た。得られた画像形成装置
について、実施例１と同様の評価を行った。評価結果を表２から表４に示す。
【０２１７】
（実施例４）
　実施例１の電子写真感光体の下地表面層用塗料を下記の塗料に変えた以外は実施例１と
同様にして画像形成装置を得た。得られた画像形成装置について、実施例１と同様の評価
を行った。電子写真感光体の粗さスペクトルを図２０に示す。評価結果を表２から表４に
示す。
【０２１８】
〔下地表面層用塗料〕
・下記構造の架橋型電荷輸送物質　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４３質量部
【０２１９】
【化１１】

【０２２０】
・トリメチロールプロパントリアクリレート　　　　　　　　　　　　　　　２１質量部
　　（ＫＡＹＡＲＡＤ　ＴＭＰＴＡ、日本化薬社製）
・カプロラクトン変性ジペンタエリスリトールヘキサアクリレート　　　　　２１質量部
　　（ＫＡＹＡＲＡＤ　ＤＰＣＡ－１２０、日本化薬社製）
・アクリル基含有ポリエステル変性ポリジメチルシロキサンと
プロポキシ変性－２－ネオペンチルグリコールジアクリレート混合物　　　０．１質量部
　　（ＢＹＫ－ＵＶ３５７０、ビックケミー社製）
・１－ヒドロキシシクロヘキシルフェニルケトン　　　　　　　　　　　　　　４質量部
　　（イルガキュア１８４、チバ・スペシャリティ・ケミカルズ社製）
・α－アルミナ
　　（スミコランダムＡＡ－０３、住友化学工業社製）　　　　　　　　　　　９質量部
・α－アルミナ用分散剤（ＥＤ－１５１、楠本化成社製）　　　　　　　　０．９質量部
・酸化スズ
　　（ＮａｎｏＴｅｋ　ＳｎＯ２，シーアイ化成社品）　　　　　　　　　　　１質量部
・酸化スズ用分散剤（ＥＤ－１５２、楠本化成社製）　　　　　　　　　　０．１質量部
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・テトラヒドロフラン　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５６６質量部
【０２２１】
（比較例３）
　実施例１の電子写真感光体の下地表面層で用いた一次粒子径が０．３μｍのα－アルミ
ナを一次粒子径が０．７μｍのα－アルミナ（住友化学社製、ＡＡ－０７）に変え、循環
材の消費率が７５ｍｇ／ｋｍとなる条件として、ばね定数が０．０３Ｎ／ｍｍの引張ばね
を使用した以外は実施例１と同様にして画像形成装置を得た。得られた画像形成装置につ
いて、実施例１と同様の評価を行った。電子写真感光体の粗さスペクトルを図２１に示す
。評価結果を表２から表４に示す。
【０２２２】
（比較例４）
　比較例３の循環材の消費率が１２５ｍｇ／ｋｍとなる条件として、ばね定数が０．０５
Ｎ／ｍｍの引張ばねを使用した以外は比較例３と同様にして画像形成装置を得た。得られ
た画像形成装置について、実施例１と同様の評価を行った。評価結果を表２から表４に示
す。
【０２２３】
（比較例５）
　比較例３の循環材の消費率が１７５ｍｇ／ｋｍとなる条件として、ばね定数が０．０７
Ｎ／ｍｍの引張ばねを使用した以外は比較例３と同様にして画像形成装置を得た。得られ
た画像形成装置について、実施例１と同様の評価を行った。評価結果を表２から表４に示
す。
【０２２４】
（比較例６）
　実施例１の電子写真感光体の下地表面層用塗料を下記の塗料に変え、循環材の消費率が
７５ｍｇ／ｋｍとなる条件として、ばね定数が０．０３Ｎ／ｍｍの引張ばねを使用した以
外は実施例１と同様にして画像形成装置を得た。得られた画像形成装置について、実施例
１と同様の評価を行った。電子写真感光体の粗さスペクトルを図２２に示す。評価結果を
表２から表４に示す。
【０２２５】
〔下地表面層用塗料〕
・下記構造の架橋型電荷輸送物質　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４３質量部
【０２２６】
【化１２】

【０２２７】
・トリメチロールプロパントリアクリレート　　　　　　　　　　　　　　　２１質量部
　　（ＫＡＹＡＲＡＤ　ＴＭＰＴＡ、日本化薬社製）
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・カプロラクトン変性ジペンタエリスリトールヘキサアクリレート　　　　　２１質量部
　　（ＫＡＹＡＲＡＤ　ＤＰＣＡ－１２０、日本化薬社製）
・アクリル基含有ポリエステル変性ポリジメチルシロキサンと
プロポキシ変性－２－ネオペンチルグリコールジアクリレート混合物　　　０．１質量部
　　（ＢＹＫ－ＵＶ３５７０、ビックケミー社製）
・１－ヒドロキシシクロヘキシルフェニルケトン　　　　　　　　　　　　　　４質量部
　　（イルガキュア１８４、チバ・スペシャリティ・ケミカルズ社製）
・α－アルミナ
　　（スミコランダムＡＡ－０３、住友化学工業社製）　　　　　　　　　　　７質量部
・分散剤（ＢＹＫ－Ｐ１０４、ビックケミー社製）　　　　　　　　　　　０．２質量部
・テトラヒドロフラン　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５６６質量部
【０２２８】
（比較例７）
　比較例６の循環材の消費率が１２５ｍｇ／ｋｍとなる条件として、ばね定数が０．０５
Ｎ／ｍｍの引張ばねを使用した以外は比較例６と同様にして画像形成装置を得た。得られ
た画像形成装置について、実施例１と同様の評価を行った。評価結果を表２から表４に示
す。
【０２２９】
（比較例８）
　比較例６の循環材の消費率が１７５ｍｇ／ｋｍとなる条件として、ばね定数が０．０７
Ｎ／ｍｍの引張ばねを使用した以外は比較例６と同様にして画像形成装置を得た。得られ
た画像形成装置について、実施例１と同様の評価を行った。評価結果を表２から表４に示
す。
【０２３０】
（比較例９）
　実施例１の電子写真感光体の下地表面層で用いた分散剤を共栄社化学社製ＤＯＰＡ３３
に変え、循環材の消費率が７５ｍｇ／ｋｍとなる条件として、ばね定数が０．０２７Ｎ／
ｍｍの引張ばねを使用した以外は実施例１と同様にして画像形成装置を得た。得られた画
像形成装置について、実施例１と同様の評価を行った。電子写真感光体の粗さスペクトル
を図２３に示す。評価結果を表２から表４に示す。
【０２３１】
（比較例１０）
　比較例９の循環材の消費率が１２５ｍｇ／ｋｍとなる条件として、ばね定数が０．０４
５Ｎ／ｍｍの引張ばねを使用した以外は比較例９と同様にして画像形成装置を得た。得ら
れた画像形成装置について、実施例１と同様の評価を行った。評価結果を表２から表４に
示す。
【０２３２】
（比較例１１）
　比較例９の循環材の消費率が１７５ｍｇ／ｋｍとなる条件として、ばね定数が０．０６
３Ｎ／ｍｍの引張ばねを使用した以外は比較例９と同様にして画像形成装置を得た。得ら
れた画像形成装置について、実施例１と同様の評価を行った。評価結果を表２から表４に
示す。
【０２３３】
（比較例１２）
　実施例１の電子写真感光体の下地表面層で用いたα－アルミナを有機フィラー（綜研化
学社製、機能性微粒子ＭＰ－３００）に変え、分散剤を除き、更に、循環材の消費率が７
５ｍｇ／ｋｍとなる条件として、ばね定数が０．０２５Ｎ／ｍｍの引張ばねを使用した以
外は実施例１と同様にして画像形成装置を得た。得られた画像形成装置について、実施例
１と同様の評価を行った。電子写真感光体の粗さスペクトルを図２４に示す。評価結果を
表２から表４に示す。
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（比較例１３）
　比較例１２の循環材の消費率が１２５ｍｇ／ｋｍとなる条件として、ばね定数が０．０
４２Ｎ／ｍｍの引張ばねを使用した以外は比較例１２と同様にして画像形成装置を得た。
得られた画像形成装置について、実施例１と同様の評価を行った。評価結果を表２から表
４に示す。
【０２３５】
（比較例１４）
　比較例１２の循環材の消費率が１７５ｍｇ／ｋｍとなる条件として、ばね定数が０．０
５８Ｎ／ｍｍの引張ばねを使用した以外は比較例１２と同様にして画像形成装置を得た。
得られた画像形成装置について、実施例１と同様の評価を行った。評価結果を表２から表
４に示す。
【０２３６】
（比較例１５）
　実施例１の電子写真感光体の下地表面層で用いたα－アルミナと分散剤を除き、テトラ
ヒドロフランを５６６質量部から５０４質量部に変え、更に、循環材の消費率が７５ｍｇ
／ｋｍとなる条件として、ばね定数が０．０２９Ｎ／ｍｍの引張ばねを使用した以外は実
施例１と同様にして画像形成装置を得た。得られた画像形成装置について、実施例１と同
様の評価を行った。電子写真感光体の粗さスペクトルを図２５に示す評価結果を表２から
表４に示す。
【０２３７】
（比較例１６）
　比較例１５の循環材の消費率が１２５ｍｇ／ｋｍとなる条件として、ばね定数が０．０
４８Ｎ／ｍｍの引張ばねを使用した以外は比較例１５と同様にして画像形成装置を得た。
得られた画像形成装置について、実施例１と同様の評価を行った。評価結果を表２から表
４に示す。
【０２３８】
（比較例１７）
　比較例１５の循環材の消費率が１７５ｍｇ／ｋｍとなる条件として、ばね定数が０．０
６７Ｎ／ｍｍの引張ばねを使用した以外は比較例１５と同様にして画像形成装置を得た。
得られた画像形成装置について、実施例１と同様の評価を行った。評価結果を表２から表
４に示す。
【０２３９】
（比較例１８）
　実施例１の電子写真感光体の下地表面層用塗料を下記の塗料に変え、循環材の消費率が
７５ｍｇ／ｋｍとなる条件として、ばね定数が０．０２１Ｎ／ｍｍの引張ばねを使用した
以外は実施例１と同様にして画像形成装置を得た。得られた画像形成装置について、実施
例１と同様の評価を行った。評価結果を表２から表４に示す。電子写真感光体の粗さスペ
クトルを図２６に示す
【０２４０】
〔下地表面層用塗料〕
・Ｚ型ポリカーボネート（パンライトＴＳ－２０５０、帝人化成社製）　　　１０質量部
・下記構造の電荷輸送物質　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　７質量部
【０２４１】
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【化１３】

【０２４２】
・アルミナ微粒子（α－アルミナ）　　　　　　　　　　　　　　　　　　５．７質量部
　　（スミコランダム　ＡＡ－０３、住友化学社製）
・分散剤（ビックケミー社、ＢＹＫ－Ｐ１０４）　　　　　　　　　　０．０１４質量部
・テトラヒドロフラン　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２８０質量部
・シクロヘキサノン　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　８０質量部
【０２４３】
（比較例１９）
　比較例１８の電子写真感光体の下地表面層で用いたα－アルミナと分散剤を除き、テト
ラヒドロフランを５６６質量部から５０４質量部に変え、更に、循環材の消費率が１２５
ｍｇ／ｋｍとなる条件として、ばね定数が０．０３６Ｎ／ｍｍの引張ばねを使用した以外
は比較例１８と同様にして画像形成装置を得た。得られた画像形成装置について、実施例
１と同様の評価を行った。評価結果を表２から表４に示す。
【０２４４】
（比較例２０）
　比較例１８の循環材の消費率が１７５ｍｇ／ｋｍとなる条件として、ばね定数が０．０
５Ｎ／ｍｍの引張ばねを使用した以外は比較例１８と同様にして画像形成装置を得た。得
られた画像形成装置について、実施例１と同様の評価を行った。評価結果を表２から表４
に示す。
【０２４５】
（比較例２１）
　実施例１の循環材塗布装置を以下の装置に変えた以外は実施例１と同様にして画像形成
装置を得た。得られた画像形成装置について、実施例１と同様の評価を行った。評価結果
を表２から表４に示す。
【０２４６】
－循環材塗布装置－
　循環材塗布装置は循環材を電子写真感光体に供給する手段と電子写真感光体に供給され
た循環材をコーティングする手段を併せて画像形成装置に取り付けた。
　循環材の供給手段は、支持体に保持されるように角柱状に成形した固形状のステアリン
酸亜鉛を所定の消費量となるようなバネ定数の加圧スプリングで塗布ブラシに加圧し、塗
布ブラシが回転することよりステアリン酸亜鉛を削って電子写真感光体上に削り粉を設け
る装置を取り付けた。加圧バネはバネ定数と循環材の消費量との関係から適当なものを選
んだ。ここでは循環材の消費率が７５ｍｇ／ｋｍとなる条件として、ばね定数が０．２Ｎ
／ｍｍの圧縮ばねを使用した。支持体の両サイドに圧縮ばね取り付け、ばねの応力によっ
て塗布ブラシと循環材との接触圧を調整した。
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　塗布ブラシは金属シャフトにファーブラシを貼り合わせたクリーニングブラシ純正品を
そのまま用いた。この塗布ブラシは電子写真感光体面移動方向に対してカウンター方向に
回転するようにした。 
　塗布ブレードは鋼板のブレードホルダーに前記電子写真感光体に：１９°で当接する方
向に支持されたポリウレタンゴム（ＳｈｏｒｅＡ硬さ；８４、反発弾性；５２％、厚さ；
１．３ｍｍ）を用いた。
【０２４７】
　前記電子写真感光体と前記循環材供給手段を、図７に示すレイアウトでｉｍａｇｉｏ　
ＮｅｏＣ４５５（リコー社製）のシアン現像ステーションに搭載し画像形成装置を得た。
このときの循環材塗布装置はクリーニング装置の上流に配置している。また、塗布ブレー
ドがクリーニングブレードと兼用になっている。塗布ブレードを兼ねたクリーニングブレ
ードは純正品を用いた。
【０２４８】
（比較例２２）
　比較例２１の循環材の消費率が１２５ｍｇ／ｋｍとなる条件として、ばね定数が０．４
７Ｎ／ｍｍの引張ばねを使用した以外は比較例１８と同様にして画像形成装置を得た。得
られた画像形成装置について、実施例１と同様の評価を行った。評価結果を表２から表４
に示す。
【０２４９】
（比較例２３）
　比較例２１の循環材の消費率が１７５ｍｇ／ｋｍとなる条件として、ばね定数が０．６
６Ｎ／ｍｍの引張ばねを使用した以外は比較例２２と同様にして画像形成装置を得た。得
られた画像形成装置について、実施例１と同様の評価を行った。評価結果を表２から表４
に示す。
【０２５０】
（実施例５）
＜画像形成装置の作製＞
－電子写真感光体の作製－
　肉厚１ｍｍ、長さ３５２ｍｍ、外径Φ４０ｍｍのアルミニウムドラムに、下記組成の下
引き層用塗料、電荷発生層用塗料、電荷輸送層用塗料を順次、塗布乾燥することにより、
３．５μｍの下引き層、０．２μｍの電荷発生層、２２μｍの電荷輸送層を形成した。そ
の上に下地表面層用塗料をスプレーで塗工した。スプレー塗工はスプレーガンにオリンポ
ス社　ＰＣ－ＷＩＤＥ３０８を使用し、２．５ｋｇｆ／ｃｍ２の霧化圧力でスプレーガン
のノズル先端と電子写真感光体間の距離が５０ｍｍとなる位置で行った。吐出量は約３ｃ
ｃだった。
　結果、３μｍから４μｍの下地表面層が形成された電子写真感光体を得た。
　尚、下地表面層用塗料の調製に際し、ミルベースの分散時間を種々変えることで表面形
状を意図的に制御した。電子写真感光体の粗さスペクトルを図３４に示す。
【０２５１】
〔下引き層用塗料〕
・アルキッド樹脂溶液　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１２質量部
　　（ベッコライト　Ｍ６４０１－５０，大日本インキ化学工業社製）
・メラミン樹脂溶液　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　８．０質量部
　　（スーパーベッカミン　Ｇ－８２１－６０，大日本インキ化学工業社製）
・酸化チタン（ＣＲ－ＥＬ　石原産業社製）　　　　　　　　　　　　　　　４０質量部
・メチルエチルケトン　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２００質量部
【０２５２】
〔電荷発生層用塗料〕
・下記構造のビスアゾ顔料（リコー社製）　　　　　　　　　　　　　　　５．０質量部
【０２５３】
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【化１４】

【０２５４】
・ポリビニルブチラール（ＸＹＨＬ、ＵＣＣ社製）　　　　　　　　　　　１．０質量部
・シクロヘキサノン　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２００質量部
・メチルエチルケトン　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　８０質量部
【０２５５】
〔電荷輸送層用塗料〕
・Ｚ型ポリカーボネート（パンライトＴＳ－２０５０、帝人化成社製）　　　１０質量部
・下記構造の電荷輸送物質　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　７．０質量部
【０２５６】

【化１５】

【０２５７】
・テトラヒドロフラン　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１００質量部
・１％シリコーンオイル（ＫＦ５０－１００ＣＳ、信越化学工業社製）
テトラヒドロフラン溶液　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１質量部
【０２５８】
〔下地表面層用塗料〕
・下記構造の架橋型電荷輸送物質　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４３質量部
【０２５９】
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【化１６】

【０２６０】
・トリメチロールプロパントリアクリレート　　　　　　　　　　　　　　　２１質量部
　　（ＫＡＹＡＲＡＤ　ＴＭＰＴＡ、日本化薬社製）
・カプロラクトン変性ジペンタエリスリトールヘキサアクリレート　　　　　２１質量部
　　（ＫＡＹＡＲＡＤ　ＤＰＣＡ－１２０、日本化薬社製）
・アクリル基含有ポリエステル変性ポリジメチルシロキサンと
プロポキシ変性－２－ネオペンチルグリコールジアクリレート混合物　　　０．１質量部
　　（ＢＹＫ－ＵＶ３５７０、ビックケミー社製）
・１－ヒドロキシシクロヘキシルフェニルケトン　　　　　　　　　　　　　　４質量部
　　（イルガキュア１８４、チバ・スペシャリティ・ケミカルズ社製）
・α－アルミナ
　　（スミコランダムＡＡ－０３、住友化学工業社製）　　　　　　　　　　１０質量部
・分散剤（ＥＤ－１５１、楠本化成社製）　　　　　　　　　　　　　　　１．０質量部
・テトラヒドロフラン　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５６６質量部
【０２６１】
―循環材―
　ステアリン酸亜鉛（日本油脂製、ジンクステアレートＧＦ２００）を蓋付きのガラス製
容器に入れ、１６０℃から２５０℃に温度制御したホットスターラーにより、攪拌しつつ
溶融した。
　予め１５０℃に加熱した内寸法１２ｍｍ×８ｍｍ×３５０ｍｍのアルミニウム製の金型
を満たすように、攪拌溶融した該保護剤を流し込み、木製の台の上で４０℃まで放冷後、
固形物を型から外し、反り防止のため重りを乗せ室温まで冷却した。
　冷却後、長手方向の両端を切断し、底面を切削して６ｍｍ×６ｍｍ×３２２ｍｍの角柱
形状の保護剤バーを作成した。
　保護剤バーの底面に両面テープを貼り付け金属製支持体に固定した。
【０２６２】
－循環材塗布装置－
　循環材塗布装置は循環材を電子写真感光体に供給する手段と電子写真感光体に供給され
た循環材をコーティングする手段を併せて画像形成装置に取り付けた。
　循環材の供給手段は、支持体に保持されるように角柱状に成形した固形状のステアリン
酸亜鉛を所定の消費量となるようなバネ定数の加圧スプリングで塗布ブラシに加圧し、塗
布ブラシが回転することよりステアリン酸亜鉛を削って電子写真感光体上に削り粉を設け
る装置を取り付けた。加圧バネはバネ定数と循環材の消費量との関係から適当なものを選
んだ。ここでは循環材の消費率（感光体への塗布量に加えて、塗布ブラシからの飛散及び
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落下による損失分などを含み、循環材の減少する量を意味する。）が１２５ｍｇ／ｋｍと
なる条件として、ばね定数が０．０３９Ｎ／ｍｍの引張ばねを使用した。支持体の両サイ
ドに一点支持の可動式のフィンを取り付け、これに引張ばねをまわすことで、ばねの引っ
張り応力によって塗布ブラシと循環材との接触圧を調整した。
　塗布ブラシは金属シャフトにファーブラシを貼り合わせた純正品をそのまま用いた。こ
の塗布ブラシは電子写真感光体面移動方向に対してカウンター方向に回転するようにした
。
　塗布ブレードは鋼板のブレードホルダーに前記電子写真感光体に：１９°で当接する方
向に支持されたポリウレタンゴム（ＳｈｏｒｅＡ硬さ；８４、反発弾性；５２％、厚さ；
１．３ｍｍ）を用いた。
【０２６３】
　前記電子写真感光体と前記循環材供給手段を、図８に示すレイアウトでｉｍａｇｉｏ　
ＭＰ　Ｃ４５００（リコー社製）のマゼンタ現像ステーションに搭載し画像形成装置を得
た。前記循環材供給手段は、ｉｍａｇｉｏ　ＭＰ　Ｃ４５００専用の電子写真感光体カー
トリッジ内に本来設置されている循環材塗布手段に取り替えて設置した。
　尚、予め循環材の塗布量（感光体への塗布量）を算出したところ、７５ｍｇ／ｋｍであ
った。
　他方、循環材消費量の４０％は感光体表面へ供給していない粉体として回収することが
できた。塗布ブラシからの飛散と落下に因るものと推定した。更に、ＸＲＦ（X-ray Fluo
rescence）分析から回収トナー中に含まれる循環材濃度を求めたところ、循環材消費量の
６０％分に相当した。
【０２６４】
＜測定・評価＞
　以上の電子写真感光体と画像形成装置を用いて、感光体ドラムが２５００回転および２
５０００回転相当の全ベタパターンでプリント試験を行った後、電子写真感光体を電子写
真装置から取り出した。このときのプリント枚数は前者が９５１枚、後者は９５００枚だ
った。
　循環材付着量を求めるため、試験停止時に感光体表面を４ＭＰａの圧縮エアーでエアー
ブローしたのち、感光体ドラム周方向について試験停止時における循環材塗布部から僅か
に離れた下流側部分を□３４ｍｍのサイズで長手方向に等間隔に３カ所剥離した。
　剥離したフィルムを上述の方法によりＸＲＦ分析による質量膜厚を算定した。評価結果
を表５に記す。
　また、上記の他に、実施例１と同様にして、電子写真感光体表面形状の測定、電子写真
感光体表面の循環性試験、および画像評価を行った。
【０２６５】
（実施例６）
　実施例５の下地表面層用塗料の分散剤（ＥＤ－１５１、楠本化成社製）１．０重量部を
、分散剤（ＥＤ－１５１、楠本化成社製）０．３５重量部と分散剤（ＷＫ－１３Ｅ、共栄
社化学社）０．６５重量部に変えた以外は実施例５と同様にして電子写真感光体、循環材
、循環材塗布装置を得た。更に、実施例５と同様に試験を行った。電子写真感光体の粗さ
スペクトルを図３５に示す。
【０２６６】
（実施例７）
　実施例５の下地表面層用塗料の分散剤（ＥＤ－１５１、楠本化成社製）１．０重量部を
、分散剤（スーパーダインＶ－２０１、竹本油脂社製）１重量部に変えた以外は実施例５
と同様にして電子写真感光体、循環材、循環材塗布装置を得た。更に、実施例５と同様に
試験を行った。電子写真感光体の粗さスペクトルを図３６に示す。
【０２６７】
（比較例２４）
　比較例８の電子写真感光体、画像形成装置を用いた他は実施例５と同様の試験を行った
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【０２６８】
　以上の実施例と比較例についての評価結果を表２から表４に示す。また、上記実施例５
～７および比較例２４の評価結果についてはさらに表５に示す。
【０２６９】
【表２】

【０２７０】
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【表３】

【０２７１】
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【表４】

【０２７２】
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【表５】

【０２７３】
　実施例１の画像形成装置は耐久試験後も感光体表面が新品と区別できない程の品位が維
持されており、電子写真感光体は高品位な循環型表面層が形成されていると評価できる。
この画像形成装置を対象に（３）の試験を電子写真感光体のみ変えずに１０回繰り返した
。繰り返し試験終了時の電子写真感光体表面を共焦点顕微鏡で電子写真感光体の上と同じ
部分の表面を観察したが、感光体表面のフィルミング面積率は１％未満を維持した。この
ため、実施例１の画像形成装置はリユース性能に極めて優れた画像形成装置と言える。
【０２７４】
　実施例２は実施例１の循環材にオレイン酸亜鉛を用いるものである。実施例１と同等の
性能が得られた。
　実施例３は実施例１の電子写真感光体の下地表面層の造形に１次粒子径が０．５μｍの
α－アルミナを利用するものである。実施例１に対して機械強度の向上が期待できるもの
である。耐久試験後の電子写真感光体は極僅かにフィルミングが観察されるが、新品と区
別出来ない程度の様相だった。
　実施例４は実施例１の電子写真感光体の下地表面層に酸化スズを加えたものである。酸
化スズを加えることで、電子写真感光体の残留電位特性が改善できる。この場合も、耐久
試験後に極僅かなフィルミングを観察することはできるが新品と区別出来ない程度のもの
である。
【０２７５】
　一方、比較例１は実施例１と類似の構成であるが、循環型表面層の皮膜欠陥が１０％を
越えるもので、耐久試験後の感光体表面にメダカ形状のフィルミングが観察された。新品
と明らかに区別されるものであった。電子写真感光体をリユースするには感光体表面の再
生加工が必要となる。
　比較例２は実施例１と類似の構成で、一般的な潤滑剤を塗布する条件に類似する画像形
成装置である。この場合、電子写真感光体のクリーニング性や感光体表面は低い摩擦性が
持続される。このときの電子写真感光体の循環型表面層の相当する循環材の層厚は３分子
層であった。耐久試験後の電子写真感光体表面は循環材と思われる多数の砂状の粒が付着
していた。この場合の電子写真感光体をリユースするには感光体表面の再生加工が必要と
なる。
【０２７６】
　比較例３から比較例２０は電子写真感光体の下地表面層が実施例１と異なる処方である
。これらは共通して循環材の循環性能に不足があるため、電子写真感光体の高度な表面安
定性が得られない。循環材の消費量を増減しても循環型表面層が成立が困難である。これ
は電子写真感光体の下地表面形状に因るもので、塗布ブレードとのなじみが不完全なため
である。
【０２７７】
　比較例３、比較例４、比較例６、比較例９から比較例１５、比較例１８、及び比較例２
１は耐久試験後の感光体表面にスジ状あるいは面全体にわたりフィルミングが観察された
。
　循環材消費量が直接感光体表面に付着する量とは相関関係は無く、循環材が十分に電子
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写真感光体表面を覆えていないと思われる。この場合の電子写真感光体をリユースするに
は感光体表面の再生加工が必要となる。
【０２７８】
　比較例５、比較例７、比較例８、比較例１６、比較例１７、比較例１９、比較例２０、
比較例２２及び比較例２３は耐久試験後の感光体表面にメダカ形状のフィルミングが観察
された。メダカ形状のフィルミングが生じる機構は十分に解明できていないが、循環材の
被覆が不十分であったり、塗布ブレードとのなじみが不完全であったりするためと思われ
る。これらも電子写真感光体をリユースするには感光体表面の再生加工が必要であり、電
子写真感光体の表面性の変化により寿命を来してしまう課題がある。
【０２７９】
　実施例５から実施例７の画像形成装置は感光体表面の循環材の質量膜厚の変動が小さい
。これに伴い、感光体表面は耐久使用を経ても新品同様の表面が持続されている。とりわ
け、実施例５と実施例６が優れていた。これに対し、比較例２４は循環材の質量膜厚が回
転数に応じて増大する結果が得られた。これが感光体表面の変質やプリント画質の劣化を
来していると考えられる。
【符号の説明】
【０２８０】
＜図１～６について＞
１１　　電子写真感光体
１２　　帯電装置
１３　　露光装置
１４　　現像装置
１５　　トナー
１６　　転写装置
１７　　クリーニング装置
１８　　印刷メディア（印刷用紙、ＯＨＰ用スライド）
１９　　定着装置
１Ａ　　除電装置
１Ｂ　　クリーニング前露光装置
１Ｃ　　駆動手段
１Ｄ　　第１の転写装置
１Ｅ　　第２の転写装置
１Ｆ　　中間転写体
１Ｇ　　搬送転写ベルト
＜図８について＞
１Ｆ　　中間転写体
３Ａ　　固体循環材
３Ｂ　　塗布ブラシ
１１　　電子写真感光体
１２　　帯電装置
１３　　露光装置
１４　　現像装置
１７　　クリーニング装置
３Ｃ　　塗布ブレード
＜図９について＞
３　　　循環材塗布装置
３Ａ　　循環材
３Ｂ　　塗布ブラシ
３Ｃ　　塗布ブレード
＜図１０、図１１について＞
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２１　　導電性支持体
２４　　下引き層
２５　　電荷発生層
２６　　電荷輸送層
２８　　下地表面層
＜図１８について＞
４１　　測定対象である電子写真感光体
４２　　表面粗さを測定するプローブを取り付けた治具
４３　　上記治具を測定対象に沿って移動させる機構
４４　　表面粗さ計
４５　　信号解析を行うパーソナルコンピューター
＜図１３について＞
１０１　一回目の多重解像度解析結果の最高周波数成分
１０２　一回目の多重解像度解析結果の最高周波数成分より一つ低い周波数成分
１０３　一回目の多重解像度解析結果の最高周波数成分より二つ低い周波数成分
１０４　一回目の多重解像度解析結果の最高周波数成分より三つ低い周波数成分
１０５　一回目の多重解像度解析結果の最高周波数成分より四つ低い周波数成分
１０６　一回目の多重解像度解析結果の最低周波数成分
１０７　二回目の多重解像度解析結果の最高周波数成分
１０８　二回目の多重解像度解析結果の最高周波数成分より一つ低い周波数成分
１０９　二回目の多重解像度解析結果の最高周波数成分より二つ低い周波数成分
１１０　二回目の多重解像度解析結果の最高周波数成分より三つ低い周波数成分
１１１　二回目の多重解像度解析結果の最高周波数成分より四つ低い周波数成分
１１２　二回目の多重解像度解析結果の最低周波数成分
＜図１４について＞
１２１　一回目の多重解像度解析における最高周波成分の帯域
１２２　一回目の多重解像度解析における最高周波成分より一つ低い周波数成分の帯域
１２３　一回目の多重解像度解析における最高周波成分より二つ低い周波数成分の帯域
１２４　一回目の多重解像度解析における最高周波成分より三つ低い周波数成分の帯域
１２５　一回目の多重解像度解析における最高周波成分より四つ低い周波数成分の帯域
１２６　一回目の多重解像度解析における最低周波数成分の帯域
＜図１６について＞
１２７　二回目の多重解像度解析における最高周波成分の帯域
１２８　二回目の多重解像度解析における最高周波成分より一つ低い周波数成分の帯域
１２９　二回目の多重解像度解析における最高周波成分より二つ低い周波数成分の帯域
１３０　二回目の多重解像度解析における最高周波成分より三つ低い周波数成分の帯域
１３１　二回目の多重解像度解析における最高周波成分より四つ低い周波数成分の帯域
１３２　二回目の多重解像度解析における最低周波数成分の帯域
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